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第１日目（５月２５日） 

○議   長（若井達男君）  おはようございます。ただいまから平成２２年第１回南魚

沼市議会臨時会を開会いたします。 

○議   長  ただいまの出席議員数は２５名であります。定足数に達しておりますので

直ちに本日の会議を開きます。 

 なお、寺口友彦君、父、葬儀のため欠席、副市長、寺口議員御尊父葬儀のため欠席、消防

長、公務出張のため欠席それぞれの届が出ておりますのでこれを許します。 

○議   長  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本臨時会の会議録署名議員は会議規則第８１条の規定により、議席番号１３番・関 常幸

君及び議席番号１４番・井上智明君の両名を指名いたします。 

（「了承」の声あり） 

○議   長  日程第２、会期の決定についてお諮りいたします。 

 本臨時会の会期については、去る５月１９日の議会運営委員会において協議していただい

た結果、お手元に配付をした会期日程のとおり決定していただきました。つきましては本日

の臨時会の会期は、本日５月２５日の１日間としたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって本臨時会の会期は本日５月２５日の１日間と決定いたしまし

た。 

 ここで病院事業管理者から就任のあいさつの発言を求められておりますのでこれを許しま

す。登壇をしてお願いいたします。 

○病院事業管理者  ただいま議長から発言の許可を得ました南魚沼市病院事業管理者及び

ゆきぐに大和病院病院長宮永和夫と申します。よろしくお願いいたします。この４月から市

長の方から病院事業管理者として任命を受けましたので、ここで一言ごあいさつを申し上げ

たいと思います。病院事業管理者として、この４月から全適になりましたので、ぜひ、この

南魚沼市の市民の安心・安全を支えるよう充実させたいと思っておりますのでよろしくお願

いいたします。 

 なお、今まで病院の方では理念というものがありましたのですけれども、４月から新しく

全適になりましたので、新しい理念を作りました。これは６月の院内報の「みつば」の方に

も出す予定にはなっておるのですけれども、ひとつここでちょっとお披露目をさせていただ

きたいと思います。理念は、「私たちは自然のうるおいの中で、人それぞれの希望に満ちたく

らしを支え、地域医療を推進します。」あわせて基本方針が五つほどありますので、これもち

ょっとお披露目をさせていただきます。基本方針の１は、市民の安全・安心を支える医療を

提供します。２番、患者さま中心のチーム医療を推進します。３番、健康増進を目指し、予

防医療の充実を図ります。４番、確かな知識と技術を有する心豊かな医療人を育成します。

５番目、良質な医療を継続するため、経営の健全化に努めます。以上です。 

これから全力でこういうかたちの基本方針及び理念について全うしたいと思いますのでよ
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ろしくお願いいたします。 

（拍手） 

○議   長  日程第３、諸般の報告を行います。報告はお手元に配付のとおりといたし

ます。 

○議   長  お諮りいたします。本会期中の付議事件は会議規則第３７条第３項の規定

により委員長付託を省略し、また、市長の提案理由の説明は予算案件に限って行い、その他

の案件については市長の提案理由説明を省略し、担当部長等による説明としたいと思います

が、これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって本会期中の付議事件は委員会付託を省略し、市長の提案理由

説明は予算案件に限って行い、その他の案件については市長の提案理由説明を省略し担当部

長等による説明といたします。 

○議   長  日程第４、第２号報告 専決処分した事件の承認について（平成２１年度

南魚沼市一般会計補正予算（第７号））を議題といたします。本件について提案理由の説明を

求めます。 

○市   長  おはようございます。第２号報告について、専決処分いたしたものについ

てでありますけれどもご説明を申し上げます。今回の補正は平成２１年度予算の最終補正で

ありまして、歳入歳出の確定見込に伴う主だった過不足額に係る歳入歳出予算並びに繰越明

許費地方債の補正を専決処分させていただいたものであります。 

主なものといたしましては、市税において個人市民税が１億円、固定資産税が７,５００万

円増額、法人市民税が８,０００万円、たばこ税が４,２００万円減額となり、総額で５,３０

０万円の増額となりました。特別交付税が１１億１,４９１万５,０００円に決定し、２億５,

４９１万円の増額であります。また、市町村振興協会から宝くじ基金交付金５,９７９万円の

収入がございました。 

歳出においては予防接種助成金の不用額により予防対策事業費を４,４８０万円、機械除雪

費を２,３００万円減額しその結果生じた余剰金５億２,７３９万円を財政調整基金へ積み立

てました。なお、積み立て後の財政調整基金の残高は２８億２,７９１万円余となります。 

この他歳入歳出の確定見込みに伴う主な過不足額を処置し、歳入歳出総額にそれぞれ４億

１,４３９万４,０００円を増額し、歳入歳出予算の総額を３３９億６,７４８万４,０００円と

したものであります。詳細につきましては総務部長に説明させますのでよろしくご審議の上、

ご承認賜りますようにお願い申し上げます。 

○総務部長  第２号報告 専決第１７号についてご説明を申し上げます。第２号報告の３

ページをお開きください。専決処分書のとおり平成２１年度一般会計補正予算の最終補正で

ございまして、確定見込みに伴い第１条で歳入歳出予算の補正、第２条で繰越明許費の補正、

第３条で地方債の補正を専決処分させていただいたものでございます。 

事項別明細書の歳入１４、１５ページをお開きください。それぞれ歳入の確定見込みによ
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る補正でございますが、要点を申し上げますと１款１項市税で個人市民税の所得割の増によ

る１億円の増、法人市民税で法人税割の部分で８,０００万円の減額として２,０００万円の補

正ということにさせていただいたものでございます。 

２項、固定資産税では家屋評価額の増により現年課税分で９,０００万円の増、滞納繰越分

で１,５００万円の減額で７,５００万円の補正でございます。 

４項 市たばこ税では課税本数の減によりまして４,２００万円の減額でございます。 

 次に２款では一番下の２項、自動車重量譲与税でございますが、確定見込みにより減額の

２,９４０万円余りでございます。 

 １６、１７ページをお願いいたします。ここでは２款３項の地方道路譲与税から７款自動

車取得税交付金までそれぞれ確定見込みによる増減補正でございます。 

 １８、１９ページをお願いいたします。このページでは大きなところでは９款１項の地方

交付税で特別交付税の伸びにより２億５,５００万円ほどの増で、１０２億６,９００万円ほど

となったものでございます。 

一番下の１３款２項 国庫補助金２,０６７万円ほどの増でありますが、説明欄記載のとお

り辻又地区の携帯電話基地局整備事業の請負差額の減の他、次のページ２０、２１の上段で

地域活性化・きめ細かな臨時交付金の２次配分によるものでございます。 

 １４款２項３目 衛生費県補助金では２,６６５万円ほどの減額でありますが、主な理由は

新型インフルエンザのワクチンの接種者が少なかったということによるものでございます。 

 １９款４項 雑入でございますが、「愛・天地人博南魚沼」の決算剰余金４５５万円ほどの

追加でございまして、これは最終的に１億１,４５５万８７０円ほどとなったことによるもの

でございます。新潟県市町村振興協会からの宝くじ基金交付金５,９７９万円でございますが、

この協議会は新潟県内の市町村を会員とした財団法人でございまして、寄附行為では市町村

の健全な発展を図るために必要な事業を行うということで、主に自治振興宝くじの収益金を

原資といたしまして融資――我が市も借りておりますが融資、それから交付金の市町村への

配分などの事業をしております。オータムジャンボ宝くじの部分は従来から交付をされてお

りましたけれども、広域法人改革の関連ということで聞いておりますが、今般積立金として

いたサマージャンボ宝くじの部分が交付金として配分されることになったものでございます。 

 ２０款 市債につきましては事業財源としての起債の増額でございます。 

 ２２、２３ページ、３の歳出に移ります。第１款 議会費では昨年物故されました議員の

報酬分の減額でございます。 

 第２款ではそれぞれ確定等による減額でございますが、６目 財産管理費の基金費で５億

２,７３９万円余り剰余の部分を財政調整基金に積み立てるものでございます。 

 ３款１項 社会福祉費では地域生活支援事業の利用者増による不足部分、心身障害者助成

事業の不足部分の対応並びに高齢者等要援護住宅除雪援助委託料の不要な部分を減額させて

いただいております。 

 ２４、２５ページでございます。第４款第１項 保健衛生費では事業量の減少から減額と
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したものでございますが、大きな部分は新型インフルエンザのワクチン接種助成を主体とし

た予防対策事業４,４８０万円の減額でございます。 

 ６款１項５目 揚水設備管理費では同設備にかかる修繕費並びに電気料の不用額の減額で

ございます。 

 第７款１項１目 商工業振興費は不況対策としての中小企業金融融資事業で信用保証料の

補給金が、状況が落ち着いてきたということから１,７００万円の減額でございます。 

 次の２６、２７ページをお願いたします。８款２項３目 機械除雪費での不用分２,３００

万円の減額、４目ではきめ細かな臨時交付金を利用しての市道改良で２,０００万円、県事業

確定による負担金の減が２,９００万円の補正ということでございます。 

 １０款２項 小学校費、３項の中学校費ではそれぞれ確定による不用額の減額でございま

すが、小学校費で１,８００万円ほどきめ細かな臨時交付金を利用して、暖房の改修、車いす

用のトイレ取り付けなどの改修でございます。 

 １２款 公債費では次の２８、２９ページになりますが決算見込みでの長期債利子を補正

減としたものでございます。以上が歳出の主な項目であります。 

 ８ページに返っていただきたいと存じます。第２表 繰越明許費の補正でございますが記

載のように追加、変更の補正をさせていただきました。 

 次の９ページでございますが第３表、地方債の補正でございます。事業確定見込みにより

地方債の発行限度額を５,３６０万円増で３８億９９０万円から３８億６,３５０万円とさせ

ていただいたものでございます。 

以上から市長が提案理由で説明申し上げましたように歳入・歳出それぞれ３３９億６,７４

８万４,０００円とさせていただいた補正予算第７号でございます。以上雑ぱくな説明で恐縮

でございますが第２号報告の説明にかえさせていただきます。以上です。 

○議   長  質疑を行います。 

○岡村雅夫君  １９ページの地方交付税が２億５,４９１万５,０００円ということで、大半

がこの額ですが、主なる理由と申しますかひとつ説明を願いたいと思います。 

それから２３ページの基金費ということで財政調整基金積立金ということであります。先

ほどの報告では２８億ちょっとということでありますが、どの程度を目標として積み立てを

しているのかひとつお聞きします。今後どういったところにこれを使っていこうとしておる

のかお聞きいたします。 

それからもう１点ですが２５ページ、７款 商工費ですが、１,７００万円の減であります。

説明の中で落ち着いてきたという言い方をされましたが、要するに回復するというかたちで

はなくて、要するに底で落ち着いたというふうにとらえているのか。その辺どういった情報

でこういった言い方をするのかひとつお聞きいたします。 

○市   長  お答えいたします。この特別交付税につきましてはご承知だと思いますけ

れども、なかなか算定をしたとおりにいくということはほとんど毎年少ないわけです。思っ

たより少なかったり、あるいは多かったり。では、どのような――言葉は悪いですけれども
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さじ加減があるのか。これもやはり我々には全く不明なところでありますが、今、財政課長

の方でちょっとつかんでいるという部分は、ダムの交付金、この部分が８,０００万円ちょっ

とは増えているということです。 

あとは前にもちょっと申し上げたとおりでありますけれども、私たちの市の実情をやはり

総務省にきちんと訴えているということは、これは私は効果があるものだと思っております。

申し上げているのは、私たちの市が実質公債費比率がこれだけ高い、この部分は他の市には

ないこういう事情がある、ここをきちんとやはり配慮すべきではないか。普通交付税の方に

は出てきませんので、そういう部分はあるかと思っております。それがではいくらかといわ

れてもちょっとわからない。 

それから今年は私たちの市は、一応予算の範囲で除雪費は済みましたけれども、一部のと

ころでは大幅に除雪費が不足をした。これを特交で処置すべきだという動きもあったわけで

ありますので、予算がどうだこうだということ以前に、豪雪地帯にはある程度の除雪関係の

部分があったのかもわかりません。確たる部分はわかりませんけれども、やはり総務省とい

えどもその市の置かれている個々の立場を、やはり相当理解いただいてきたという実感は私

としてはあります。 

基金であります。これはいくらが目標か、適当かということは特に設定してありません。

ただ、前の財政シミュレーションで追っていきますと、２１年度では確か９億円ぐらいに減

る予定だったのです。それが今一応２８億円までは積み上げができる。何に使うかといわれ

ますと、この目的は財政調整基金でありますので、急の、緊急時の対応とか、あるいはどう

してもその年度に執行したい事業があるけれども、予算が、歳入が見込めない、その部分に

あてようとかそういうことだと思っています。 

これをではどんどん、どんどんと例えば積み上げていってばかりでいいかといわれますと、

そういうことではない。減債基金の方にも回すかとか、あるいはこの基金を利用した市の皆

さん方への――それは単年度、単年度になりますよ。継続的にずっとなんていう事業はでき

ません――そういう部分をあてるか。これはまたこれからの予算の推移、それから市民要望

の推移によって決まっていくものだと思っておりますけれども。いずれにしてもここまで積

み上げてきたというこれは、一にも二にも市民の皆さん方のご協力はもちろんでありますけ

れども、職員の不断の努力、そして議会の皆さん方からのそれぞれのご指導だというふうに

思っております。 

商工関係の方はこれは確かにそうなのです。今ここで納まっていると。上がってきたとい

う実感は全くありません。景気がよくなってきたとか。ですから今年２２年度分でも今３,０

００万円用意してありますが、この執行状況等はちょっとまた後で部長の方から答弁させま

すが、上がってきているという実感は今のところまだ持っていないというのが私の感じであ

ります。以上であります。 

○産業振興部長  信用保証料の件でございます。今年の１月から４月までの状況をみます

と、県のセーフティーネット認定の状況でございますけれども、昨年同期に比べますと、昨
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年は１月から４月までで２９９件ほどだったのですが、今年が８３件ということで比較的安

定してきているということであります。決して底を打ったというような状況ではないと思い

ますが、当時のリーマンショック以来の部分まではまだまだ落ち着きませんけれども、よう

やく安定してきたというような状況だというふうにご理解いただければと思っております。

以上です。 

○岡村雅夫君  特交について非常に見込めないけれども思った以上に来たと、こういう感

じだと思うのですけれども。私は、ダムの部分については、というような見解があるようで

ありますし、もう少しやはり――ここら辺の言葉であてずっぽうというような言い方――あ

てずっぽうで何もわからないというような言い方ではなくて、今、実情を訴えたという話も

ありましたけれども、算定の根拠をきちんとたゆまずひとつ聞くと、あるいは伺うというか

たちでこの特別交付金について、あるいは交付金については、今後やはり担当者としては特

にその算定の問題。それによってまたもっと要するに政府がこういうところというのが見え

れば、それは該当しているところがもっとあったなというようなこともあるかと思います。

やはりたゆまず根拠を探って、あるいは教授願って、そして算定をして請求をするという姿

勢が必要かなというふうに思いますが、ひとつ所見を伺っておきます。 

 それから基金についてですが、市長、減債とかあるいは市独自なということでありました

が、今の最後の商工業者の問題とか、あるいは直接市民の問題とかそういうことで非常に市

民は今あえいでおります。そういったところをつぶさに勘案した施策の、何といいますか政

策を立案する、その辺がやはり今後市職員にとっては大変重要な部分かなというふうに私は

考えております。そういう点でひとつ実情を把握いたしまして、こういった基金を大事に使

っていただきたいなというふうに考えますが、所見を伺っておきます。 

○市   長  前段の方は担当課長がちょっと申し上げますけれども、どういう算定をし

ながらいわゆる申請をしているのかという部分ですね。後段の方はまさにそのとおりであり

ますから。ただ、いつも申し上げておりますようにやはり一定限度というのはございます。

要望がすべてもう全部通るか、こういうわけにはまいりませんのでそこはやはり財政規律も

きちんと考えたり、あるいは公平・不公平という問題もありますし、ですけれども、市民の

皆さん方のご要望には極力お答えをしていきたい、そういう思いであります。 

何といいますか、一つのことをやるために市民の皆さん方に犠牲を強いるとか負担を増や

すとかということは、私の気持ちとすればそれはやはりやらないとそういう思いです。今ま

でも財政健全化の中で市民の皆さん方からの負担とかそういうことを増額したり、あるいは

サービスを落としたりということだけはしないで、ここまできたわけであります。そういう

精神にのっとりながら慎重に、しかも有効に、それぞれまた政策を立てながら実行していき

たいと。また皆さん方からもそれぞれご提言をお願いしたいと思っております。 

○財政課長  特別交付税の算定の件でございますが、議員もご承知のように特別交付税と

いうのは交付税総額のうちの６パーセントが原資になってございます。そして全国的に通年

度で、災害等で予期せぬ財政需要があったところを優先的に配分していくという中で配分が
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決定されるものでございます。健全財政を保つために県なんかでも一応通常見込まれる額の

８０パーセントぐらいを計上せよという指導の中で、従来平成１９年度でも１０億５,８００

万円、２０年度で１０億６,３００万円という推移の中で予算編成時も１０億円程度はある程

度期待しているのです。そういう事情の中で予算編成の中では８億５～６千万円の計上をし

ておって、その結果として予想どおりに――大体確保できてこういう結果になったというこ

とです。積み上げて交付されるという、結果的にはそうですが、性格上そういうことで最後

にならないと国自身も各自治体の交付額がわからないという中で、なかなか今ご指摘のよう

な点というのは、どうしてもやはり内輪に見ていく方が正しいのではないかというふうに考

えているところです。以上です。 

○岡村雅夫君  今ほどの答弁の中で、特交についてはそれはしょうがないというふうに私

は思うのですけれども、それの主なる部分の交付税の問題でも、やはり非常に見込みがなか

なか大変だという話も聞くわけであります。たゆまず何といいますか根拠の追求をしていか

なければ、それが市の財政に及ぼす影響というのはかなり出てくるのではないかなというふ

うに思います。また、市長が今言われますように政策の展開でもそういうのが多分出てくる

と思いますので、やはり実情にあった政策をきちんと立案をし、そして算定いただいていっ

ぱいもらってくるという姿勢は崩さないで頑張っていただきたいなというふうに思っていま

す。よろしくお願いします。以上です。 

○佐藤 剛君  ２点だけお聞きいたしますが、１点目は２１ページ。これは単純な質問な

のですけれども、宝くじ基金交付金があります。これはサマージャンボの交付金、積み立て

たものが交付されるということなのですけれども、この部分の使途、使い道、それは自治体

の自由といいますか、何でもいいのかというところを単純にお聞きしたいというふうに思い

ます。 

もう１点。今ほど出ました財調基金の関係ですけれども、２８億円どこまで積むか明確な

基準はないというようなことなのですが、２８億円といいますと基準財政規模は今、多分１

８３億円ぐらいですので１５パーセントぐらいですよね。こういう時代ですので基金が多い

方が私はいいと思うのですけれども、財調基金をこういうようなかたちで多くしておくと、

何かのときに財調基金に頼ってしまう。そして日常といいますか平素の財政運営がそういう

かたちになるというような、私は懸念を持っているのです。 

ですので、２８億円あるのであれば、私は基金はいいのですけれども、やはり中越地震を

経験した自治体としては災害時のための基金、そしてまた財調基金、そういうような仕分け

といいますかをして、財調は財調で、ある程度一般にいわれている７パーセントなり１０パ

ーセントなりというようなことで、財政運営を日常的なといいますか、平年的な財政運営を

するような体質にすることが大切なのではないかと、私は個人的に思うのですけれどもその

辺の見解をお伺いしたいと思います。 

○市   長  前段は後ほど担当部長がご説明申し上げます。後段の件でありますがまさ

にそのとおりです。私たちも例えばこれが１５億円だからそのまま使わないでいて、２８億
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円になったのだから残りの１３億円使ってしまえとか、そういうことは全くありません。た

だ、私が一番今懸念といいますか心配をしているのは、合併特例期間が終わった後ですね、

１０年後、特例債で２４億円だったか合併振興基金は・・・２４億円これは積んであるわけ

であります。今、繰替運用をしておりますけれども２４億円。そして例えば今２８億円あり

ますのでトータルしますと５２億円ですか。それで特例債を使えなくなった翌年からもうい

わゆる事業というのは相当抑制しなければならないと数字上は出るわけです。予算のこの追

い方では。事業費なんかいわゆる公共事業費といいますかそういうハード面の部分では半減

ですね。 

この辺をどうとらえるかということが私は非常に今、心配な部分があります。今ちょっと

たまったから何でもかんでもどんどん使ってしまえなどという発想は全くしませんけれども、

将来に備えてという部分は十分認識をしながら、意識をしながらやっていかなければならな

いと思っております。 

ただ、どんどん、どんどん貯めてだけおけばいいということでもないわけでありますので、

今おっしゃったように例えば１割としますと２０億円前後でしょうか。この辺が適正規模な

のかもわかりません。これはまた財政の専門家とよく相談をしながら２２年度の補正、ある

いは２３年度の予算等の組み立ての中で、方向性をきちんとまた皆さん方にご報告を申し上

げていきたいと思っております。 

○総務部長  交付金の使途でございますが、一般財源ということでよろしいかと思うので

ございますが、地方財政法の中の３２条というところに当選金付証書の発売、いわゆる宝く

じの収益金の部分が書いてございます。当分の間、公共事業その他公益の増進を目的とする

事業で、地方財政の運営上緊急に推進する必要があるものとして総務省より定めるというこ

とになっていますが、一般的な財源として使えるということでございます。以上です。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

○議   長  お諮りいたします。第２号報告 専決処分した事件の承認について（平成

２１年度南魚沼市一般会計補正予算（第７号））は提出のとおり承認することにご異議ござい

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第２号報告は提出のとおり承認することに決定しました。 

○議   長  日程第５、第３号報告 専決処分した事件の承認について（平成２１年度

南魚沼市下水道特別会計補正予算（第４号））を議題といたします。本件について提案理由の
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説明を求めます。 

○市   長  報告第３号についてご説明を申し上げます。今回の補正は平成２１年度予

算の最終補正でございまして、歳入歳出の確定見込みに伴う特定環境保全公共下水道事業に

係る起債借入額を４,１００万円減額し、その不足分を公共下水道建設基金４,１００万円を取

り崩し充当するものであります。詳細につきましては企業部長に説明させますのでよろしく

ご審議の上、ご承認賜りますようにお願いを申し上げます。 

○企業部長  企業部長ですがよろしくお願いします。それでは３ページをお開き願いたい

と思います。３ページ、第１条につきましては財源内訳の変更というようなことで額は一定

しております。それから第２条これは地方債の補正でございます。４,１００万円の内容は後

ほど説明をいたします。 

それでは１項目しかありませんが１０ページ、１１ページをお開き願いたいのですけれど

も、歳入の関係でございますが５款繰入金、２目で基金繰入金というようなことで４,１００

万円を補正いたします。これは流域関連公共下水道建設基金というようなことで、４,１００

万円おろしますと残りが２,１５０万円というようなかたちになります。それから８款市債、

ここに４,１００万円を借りなくて先ほどの繰入金をそこに充当するというようなかたちに

なります。 

それから１２、１３ページ支出の部でございます。これは財源内訳の方、特定財源の内訳

のところ、地方債が４,１００万円で先ほどの繰入金の４,１００万円がここへ充当されるとい

うようなかたちになります。これはどうしてこういうことであるかといいますと、借換債を

発行したときに保証金免除というようなかたちで免除申請をやっております。その関係で起

債額が制限されております。それをオーバーした分をここへ今、当てたというようなことで

起債額を４,１００万円落として、基金の４,１００万円をそこへ充当させたというかたちにな

ります。これで計画どおりの起債高になっているというようなことになろうかと思います。 

それから戻りまして６ページの方をお願いしたいのですが、地方債の補正。これは２段目

に特定環境保全公共下水道事業というようなことで、９億２００万円の当初予定でありまし

たが、８億６,１００万円に４,１００万円減額をしてここで補正をさせていただきました。説

明は先ほど言ったかたちで上限を超えたというようなことで、それを戻したというようなこ

とですのでよろしくひとつご審議の上、ご承認賜るようお願いをしたいと思います。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

 質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

(「なし」の声あり) 

討論を終わることにご異議ございませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。第３号報告 専決処分した事件の承認について（平成

２１年度南魚沼市下水道特別会計補正予算（第４号））は提出のとおり承認することにご異議

ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第３号報告は提出のとおり承認することに決定しました。 

○議   長  日程第６、第４号報告 専決処分した事件の承認について（南魚沼市税条

例の一部改正について）を議題といたします。本件について提案理由の説明を求めます。 

○市民生活部長  第４号報告 南魚沼市税条例の一部改正についてご説明を申し上げます。

今回の改正につきましては、地方税法等の一部改正をする法律それに伴う政令・省令等の改

正が平成２２年３月３１日に交付されたことに伴う改正でございます。改正された法律、政

省令等に基づき南魚沼市税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分により改正

交付いたしましたので、地方自治法第１７９条第３項の規定に基づき議会の承認を求めるも

のでございます。 

 お手元に条例の改正条文、それから新旧対照表、それに加えて改正理由を記載した別冊資

料第４号報告資料、こちらの方の資料がついているかと思いますがご覧になっていただきた

いと思います。６号の次、最後についています。６号報告の次にまとめて付いています。あ

りましたでしょうか。それではそちらの１ページをお願いしたいと思います。 

（１）から順次説明させていただきますが、（１）の第１０条、第１９条につきましては平

成２２年度地方税法等の一部改正に伴う条ずれを処理するものでございます。そこに参考と

いたしまして地方税法等の一部改正について記載をさせていただいてありますが、まず子ど

も手当の創設、それからそれに伴う１６歳未満の扶養控除３３万円を廃止すること。それか

ら高校の実質無償化に伴って１６歳から１８歳のまでの特定扶養親族に対する扶養控除の上

乗せ分１２万円を廃止するということでございます。この改正につきましては平成２４年度

分以降の個人市民税に適用されるということでございます。 

 その下の丸でございますが、生命保険料の控除の関係で介護医療保険料の控除が新設され

るということでございます。控除の適用の限度額７万円については現行どおりなのですが、

その内訳が上限それぞれ２万８,０００円ずつになるというふうなことでございます。この改

組につきましては、平成２５年度分以降の個人市民税に適用されるということでございます。 

 それから（２）第２５条の３の２及び（３）第２５条の３の３につきましては、先ほど説

明しました扶養控除の見直し後も市町村が扶養親族に関する事項を把握できるように、様式

等の見直しを行うというものでございます。なお、その参考として記載をさせてもらってあ

りますが、扶養控除見直し後についても非課税限度額が維持されるということで、これに伴

って個人市民税の課税最低限の部分に影響が出ないようには配慮するということでございま

す。ただ、この処理の仕方、詳細につきましては、この改正は２３年１月１日から適用され
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ますが、それまでの間に政府の方で基本方針を今整理中だということでございます。 

 それから（４）番の第３３条、第３４条につきましては、現在６５歳未満の給与所得者に

つきましては公的年金等に係る所得割額を、普通徴収の方法によって徴収しているわけでご

ざいますけれども、これを給与からの特別徴収の方法により徴収することができるようにす

るというものでございます。なお、納税者の申告によりまして普通徴収も可能というふうな

内容になっております。この改正につきましては平成２２年度分以後の個人市民税に適用さ

れるということでございます。 

 ２ページの方をご覧になっていただきたいと思います。（６）の方でございますが、第８４

条につきましてはたばこ税の税率を改正するというふうなものでございます。そこに記載し

てありますがこれによりまして１本５円程度の値上がりになるという見込みでございます。

この改正につきましては、平成２２年１０月１日から適用されるということでございます。 

 それから（１０）でございますが、附則第１８条の２の２につきましては、非課税口座内

の少額上場株式等の配当所得等に非課税措置を創設するというふうなことでございます。要

件等はそこに参考に記載させていただいてあります。 

 それから（１２）でございますが、附則第１条、施行期日につきましては平成２２年４月

１日の施行を基本に記載のとおり項目ごとに施行日を定めているということでございます。 

 ３ページの方をご覧いただきたいと思います。（１３）でございますが、附則第２条につき

ましては市民税に関する経過措置を定めたものでございます。 

 それから（１５）第４条第２項につきましては、たばこ税の改正について業者の手持品に

ついても差額分の課税を行うというものでございます。 

以上で第４号報告 専決処分した南魚沼市税条例の一部改正についての説明を終わります。

よろしくお願いいたします。 

○議   長  質疑を行います。 

○中沢一博君  第１０条の市民税扶養控除の廃止に伴いまして、前回も聞かせていただき

ましたけれども、前回の場合はすべて排除した場合は４００万円年収で１８万円ぐらい上が

るのではないかというような数字が出ております。けれどもこの場合、当市において大体年

収４００万円、またいろいろな部分をつかんでいる数字で、市民の方はどのくらい上がると

いうふうに推測されますか。市民生活部長知っている範囲でお聞かせいただければありがた

いと思います。 

○市民生活部長  先ほど申し上げましたように、課税の限度額については特別な控除は得

られるというふうなことでございまして、実際には所得の方に控除がなくなるというわけで

すので、その部分については課税として上がってくるということです。詳細について資料を

ちょっとここに持っておりませんので、後ほど調べて説明させていただきます。 

○牧野 晶君  結果的に似たり寄ったりの質問になっていくわけかもしれませんが、こう

いう所得によって違う市の料金形態というのがあるわけですけれども、例えば保育料とかあ

るわけですよね。そういう点にも当然影響がある。今までは同じ額面所得だったけれど、扶
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養が削られることによって保育料が変わっていくとかそういうことが私はあると思っている

のですが、そういう点について実際やはり変わる点は出てくるわけですよね。そこの点、ち

ょっと確認しておきたいなという思いがあるわけですけれど、よろしくお願いします。 

○市民生活部長  今ほどの件につきましてはそれぞれの担当、厚生労働省だとかそういっ

た部分で、保育料だとかそれから福祉関係のサービスについて負担が増額しないようにそう

いった適正な処置をするというふうなことを聞いております。具体的なやり方につきまして

は先ほどの扶養控除の関係と同じように、これからになりますが今、検討している段階でご

ざいますので詳細がわかりましたらまたご報告をさせていただきます。 

○佐藤 剛君  １点だけ、３ページの中ほどに第５項、６５歳未満のもので公的年金所得

者に係る云々というところがあります。これについて普通徴収の方法による徴収は、２２年

４月３０日までに申し出があるときということなのです。この時間、今は５月なのでこの今

の時点でこういうところで実際上の問題といいますか、支障はないのかというところだけ確

認したいと思います。 

○市民生活部長  ６５歳未満の年金からの特徴については今年度初めてというふうなこと

で、この４月から初めてになるわけですが、経過措置として４月２７日というふうになって

おります。今後、来年度以降につきましては所得の申告だとか、そういった部分で納税者が

意思表示をするようなかたちになります。この期限については今年度限りと。今年度の特例

措置だということで、それ以降はスムーズに流れるというふうに思っております。 

○佐藤 剛君  それで特例は今年度のみということですけれども、今既に５月なのでその

特例を今ここで４月３０日附則の中で税条例の改正というようなことで・・・報告だからい

いのか。処置はしてあるのですね。わかりました。すみませんでした。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

(「なし」の声あり) 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

○議   長  お諮りいたします。第４号報告 専決処分した事件の承認について（南魚

沼市税条例の一部改正について）は提出のとおり承認することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第４報告は提出のとおり承認することに決定しました。 

○議   長  日程第７、第５号報告 専決処分した事件の承認について（南魚沼市都市

計画税条例の一部改正について）を議題といたします。本件について提案理由の説明を求め

ます。 
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○市民生活部長  それでは第５号報告 南魚沼市都市計画税条例の一部改正についてご説

明を申し上げます。今ほど説明しました別冊資料の４ページをお願いいたします。そこに記

載のとおりでございますが、平成２２年度地方税法等の一部改正に伴う条ずれの修正という

ふうなことでございまして、これに伴って具体的に市の条例内容を改正するものではござい

ません。 

参考としてそちらの方に書いておりますが、国は固定資産税だとか都市計画税に係るいろ

いろな税負担の軽減措置を設けております。これの中で平成２１年度末に期限が到来したも

のの半数以上を廃止するというふうな抜本的な見直しを行っているところでございます。 

内容につきましては廃止される制度が１１、延長した上で廃止される制度が７、それから

縮減合理化される制度が５、延期される制度が１０、拡充される制度が２というふうなこと

になっています。直接影響する部分としましては新築住宅の特例だとか、それから環境に配

慮した建物の関係だとかというのが延長されるようになっております。 

 （２）に附則第１項としまして施行期日でございますが、この条例につきましては平成２

２年４月１日から施行するということで、第２項につきましては経過措置を設けているとこ

ろでございます。 

以上で第５号報告 専決処分した南魚沼市都市計画税条例の一部改正についての説明を終

わります。よろしくご審議の上、ご承認賜りますようお願い申し上げます。 

○議   長  質疑を行います。 

○牧野 晶君  これに直接関係はないので関連としてお聞かせいただきたいのですが。３

月議会の中で都市計画税の廃止というのを２３年もしくは２４年ということで考えていたけ

れど、一部それこそ償却資産の方からいろいろな話があって、ちょっと考えがクエスチョン

マークが出てきたというふうに市長の方から感じられたわけです。あれから３カ月もたって

いますし、やはり私は都市計画税の用途地域、要は市長の方も認めておられるように都市計

画税の昔は目的を持ってしっかりとして徴収していたが、今では都市計画用途地域以外のと

ころでも事業ができることになったということで、都市計画税の優位性というのが失われて

きているというふうなのも過去の議会で発言されたわけです。そういう点を踏まえてあれか

ら３カ月たちますが、どのような考えになってきたのかについて、またお考えをお聞かせい

ただければと思うのですがよろしくお願いします。 

○市   長  あれから３カ月たちましたけれども、まだ３カ月しかたっていないわけで

ありまして、具体的にどうする、こうするということの検討はまだその後は進めていません。

ただ、あのとき申し上げましたように、私は最初は廃止した部分を固定資産税に数パーセン

ト上乗せして皆さんで負担していただきたい。この都市計画税の財源をそっくり失うという

ことは避けたいということは申し上げてきました。 

それがそれをやりますと償却資産部分に過大になっていくということが判明しましたので、

しからばどうすればいいか。今年が２２年度でありますから２年度中ぐらいにやはり方向性

は出したいという思いですが、用途地域内だけで都市計画税をということについて、議員お
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っしゃったようにもうここ数年は、ただ、そのときに事業をやった返済はまだ残っているわ

けであります。返済はですね。都市計画税の――お金に色がついているわけではありません

ので、どうだこうだということは言いませんけれども――その財源のほとんどはいわゆる建

設した際の起債の償還にあてられているというのがほとんどでありますから、１００パーセ

ント以上ですね。ですので、そういうことも考えながらやっていかなければならないという

ことであります。 

ただ、都市計画税そのものをもう時代のすう勢には合わないという認識は持っております。

ですので、それ以上のことはまだここではちょっと申し上げられませんけれども、認識は共

有しているという思いであります。 

○牧野 晶君  市長の気持ちというのはわかった点があるわけですが、やはり不均一課税

というか不公平的な税制になっているので、市長の今の発言だと２２年度中に考えていきた

いというふうな。ということは少なくても２３年というような変更はないのではないのかな

と私はとれるように思ったのですが、不公平なのは一刻も早く、要は払う必要がないとかそ

ういうふうな点は一刻も早く解消していかなければならないと私は思います。やはり税の公

平性とか行政の公平性という点でしっかりと考えていきたいということと、あとは過去にや

ったものの償還をしているというその説明がされました。では、例えば道路分担金は１年で

終わりなわけですよね。一発で終わりなわけですから、それだって返済しているわけですよ

ね。そういう点も踏まえて考えていく点も重要ではないかなというふうな私は思いがあるの

です。答弁はいりませんのでよろしくお願いします。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

(「なし」の声あり) 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。第５号報告 専決処分した事件の承認について（南魚

沼市都市計画税条例の一部改正について）は提出のとおり承認することにご異議ございませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第５報告は提出のとおり承認することに決定いたしました。 

○議   長  日程第８、第６号報告 専決処分した事件の承認について（南魚沼市国民

健康保険税条例の一部改正について）を議題といたします。本件について提案理由の説明を

求めます。 

○市民生活部長  第６号報告 南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正についてご説明を
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申し上げます。先ほど見ていただきました別冊資料の５ページをお願いいたしたいと思いま

す。 

 （１）で第３条第２項、第３項の関係でございますが、国民健康保険につきましては年々

医療費が増加をしているということで、課税総額につきましても増額しておるところでござ

います。基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額、この課税限度額を引き上げることによ

りまして、中所得者の負担を軽減するというものでございます。基礎課税額につきましては

４７万円を５０万円に、後期高齢者支援金等の課税額につきましては１２万円を１３万円に

引き上げるものでございます。 

 （２）で第１１条につきましては（１）番の課税限度額の引き上げに伴って保険税の減額

の際の金額を修正するものであります。 

 なお、参考として記載してありますが、国は所得割で構成する応能割と被保険者均等割及

び世帯別平等割で構成する応益割の比率を基本的に５０対５０というふうにしておりますが、

応益割合が４５から５５パーセント未満でないと７割・５割・２割の減額を適用できません

でした。課税総額が増加していく中で５０対５０を維持していくことは、低所得者の負担を

増さざるを得なくて、そこで地方税法等を改正し、応益割合に関係なく市町村の判断によっ

て減額割合を選択できることにしたというふうなことでございます。南魚沼市の場合は従来

から５０パーセントを標準にやっておりますので、これに対する変更等はございません。 

 （３）番で第１１条の３及び（４）第１１条の４につきましては、会社の倒産等によって

辞職した方の国民健康保険税を計算する場合、前年の給与所得を１００分の３０として計算

して負担の軽減を図るというものでございます。なお、この軽減を受ける際には本人の申告

が必要だと、申告制度だというふうなことでございます。（６）で附則第１項、施行期日でご

ざいますが、この条例は平成２２年４月１日から施行します。第２項で経過措置を設けてい

ます。 

以上で第６号報告 専決処分した南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正についての説明

を終わります。よろしくご審議の上、ご承認賜りますようお願い申し上げます。 

○議   長  質疑を行います。 

○岡村雅夫君  昨日も若干お話をした件でありますが、軽減割合を受けるにあたってその

前の段階で申告をしなければならないということです。申告書を配られてもなかなかその意

味合いがわからなく申告をしていない方がいました。そうした中でちょっと調べていただき

ましたら、軽減が保留になっているということでありました。軽減が保留ということは標準

で多分課税されているものと思います。たまたまその人は所得もなく非常に大変な世帯であ

りました。二人暮らしなのですが、もし、けがをしたり病気になったりして医者にかからな

ければ大変だということで国保だけは納めなければならないと。年金はともかくとしてもと

いう実情でありました。 

私は要するに申告をしていない人をどういう手配をして、その実情を探っているのかとい

うのにちょっと疑問を抱いたわけであります。払えなくて滞納している人は１年たつと何ら
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かの督促なり、あるいは保険証の発給が困難だからひとつ庁舎へ来てくれというような通知

ができるかと思います。あるいは納税の相談なり、あるいは徴収なりに伺うと思うのです。

納めていた人は、四苦八苦して納めていた人というのは何の恩典もないのではないかなとい

うふうに私は感じたのです。 

いろいろコンピューター等でＩＴ化されて事業がきちんと進むようになっているかと思い

ますけれども、そういった盲点についてはやはり訪問なりをし、そしてあるいは他の税とか

滞納状況もあったりするかと思いますので、無申告者等については非常にそういった措置が、

連携が取れていないなというふうに私は感じました。税務課とそれから国保係との連携はど

うなっているのか。その辺をひとつお聞きしたいなというふうに思います。 

当然こういった軽減がありますと、７割・５割・２割がありますといっても、納める人は

ほとんどそこまでの感覚がない人であったわけであります。そういったその連携というのは

どういうふうにこれから、私はひとつ本気になって考えていただきたいなという部分かなと

いうふうに思っていますが、よろしくお願いします。 

○市民生活部長  無申告者の関係でございますが、そういう方については当然軽減措置を

受けられないというふうなことで、ぜひ、申告をしていただきたいなというふうに思ってお

るところでございます。今、大体１,０００件ぐらい無申告の方がいらっしゃって、私ども税

務課の方で個別に申告をしてくださいよという通知を出させてもらっています。それに伴っ

てその１,０００件のうちの４００件ぐらいが、今回提出したというふうなことでございます

ので、私どもこういった取り組みをさらに強化をしていきたいというふうなことでございま

す。 

先ほど納税相談の話もありましたが、やはり義務だけはきちんと果たしていただいて、そ

して受けられる軽減なりいろいろな手当を私どもと一緒になって相談させていただきたいと

いうふうに思っております。また、そういった具体的なそういう方がいらっしゃるようでし

たら私どもに教えていただければ、また連絡を取ってそういった話もさせていただきたいと

思います。 

あと、保険税のいろいろな軽減措置については、機会あるごとにピーアールをさせていた

だいてありますので、またそれらを継続してやっていきたいというふうに思っているところ

です。（「税務課の対応の関係はどうですか」の声あり）今の話で税務課です。 

（「それを部長が答えたということですね。わかりました」の声あり） 

○岡村雅夫君  先ほども一言ふれましたけれども、ＩＴ化されてもそこに並んでこない、

要するに出てこない部分だなというふうに私は思っていますが、今、件数を聞きましてさら

に驚きました。たまたま所得があっても申告しない人は標準でやっていただければ、多分標

準だと思いますけれどもその辺も確認したいのですが。標準であればそうした人たちはえら

い軽減を受けていることになりますし。 

ただ、私はそういった書類が来てきちんと対応ができる人、延滞税がかかる、何々がかか

るという話もみんな理解できる人というのは急いでやりますよね。その方々がこの４００件
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だと私は思っています。あとの方々がなかなか税制度とあるいは社会の仕組みと、まあ迷惑

をかけないように一生懸命働いてまんまを食わんばならんという必死になっている人という

のは、やはりこの６００件の中にかなり含まれているのではないかなというふうに思われま

すので、私は個別にこれは早急にやはり対面すべきではないかなと。そして実情を把握して、

納税相談に積極的に応じて制度を知らしめて、これにはこうしてもらわなければならないが

わからないときは来てくださいと、持ってきてくださいと。ただ、放置しておくだけではな

くて、そういうやはり措置が必要かなというふうに感じましたので、ぜひ対処していただき

たいというふうに思います。 

○市民生活部長  無申告の方については所得がゼロになりますので、それに基づいて課税

させていただくというふうなことでございます。今ほどの取り組みにつきましては、そうい

ったことで私どもも感じておりますので、強化してまいりたいというふうに思っております。 

○岩野 松君  私は今まで７割・５割は、市の方からそういうかたちでもう機械的にでき

るというふうに聞いたことがあったのですけれども、２割に関してはそういう申告をしなけ

ればならないというふうに理解していたのですが、すべて申告制度であってその該当者のと

ころへは何らかの通知が行っていると理解していいのか。ちょっと詳しくお聞かせください。 

○税務課長  今、ご質問のとおり基本的に機械操作というものは、所得税とか所得額とか

というものが自動的に出ていると。それと付き合わせた中で自動計算で金額が出てくると。

また、この７割・５割・２割という申請の中でそれが出るということでございまして、所得

税の証明とかここに申告が出ていないものについてはそこの中に入りませんので、先ほど来、

質問のあります課税というかたちの中で、課税が最初に出るというかたちになっております。 

その中でも先ほど部長の申し上げましたとおり、私どもの方から所得が出ていない方につ

いては住民税、個人に通知を差し上げまして出してもらっている方が、先ほど４００件と言

いましたけれども３００から４００というかたちで出ているわけです。修正申告はできます

ので今後ともそのようなかたちの中でお願いしていきたいし、また、その辺の手当について

強化していきたいというふうに考えております。よろしくお願いします。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。第６号報告 専決処分した事件の承認について（南魚

沼市国民健康保険税条例の一部改正について）は提出のとおり承認することにご異議ござい

ませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第６報告は提出のとおり承認することに決定いたしました。 

○議   長  休憩といたします。休憩後の開会は１１時ちょうどといたします。 

（午前１０時４０分） 

○議   長  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前１１時００分） 

○税務課長  先ほど質問があった内容等についてちょっと補足説明をさせていただきたい

と思います。扶養控除の３３万円減額につきましては、所得税にしますと５パーセントにな

りますので１万６,５００円、市税にしますと１０パーセント、３万３,０００円という結果に

なります。それから扶養控除につきましては、例えば夫婦二人の場合、高校生、中学生がい

た場合と、夫婦に子ども二人という場合に２７０万円の所得の場合には１９５万円に低下は

しますけれども、限度額というものが設けられておりまして、改正前が２７０万円、改正後

は１９５万円となりますけれども、非課税限度額が２７１万４,０００円ということで基本的

に所得の方には大きく影響はしないというふうなかたちになっております。 

それから７割・５割・２割の先ほどの説明ですけれども、基本的には７割軽減が今２,００

０件、５割軽減が５００件強、２割軽減が１,１００件というかたちになっておりますけれど

も、これについては先ほど申し上げましたのは個人住民税で約１,０００人の方は申告がない

ということでございます。 

それで今現在では平成２１年度の累計では２００世帯と。無申告者への連絡を今出してい

るところでございます。所得割についてはゼロとなっており、応益と応能だけもらっている

ということでございます。軽減の保留という私どもの考え方ではなくて、所得が不明なので

仮税額に近いイメージというかたちで出しているという内容になっておりますのでよろしく

お願いします。以上です。 

○議   長  日程第９、第７号報告 専決処分した事件の報告について（権利放棄につ

いて）を議題といたします。本件について説明を求めます。 

○総務部長  第７号報告 専決処分した事件の報告についてご説明を申し上げます。本件

は平成１６年１２月議会におきまして議決を賜りました市長の専決事項の指定第５項の規定

に基づきます、１件５０万円未満の権利の放棄について平成２２年３月３１日に専決処分を

させていただきましたので、ご報告を申し上げるものでございます。 

 ３ページ、専決処分書をお開きください。「記」以下に記載がございますが、権利放棄をさ

せていただいたものは、給食費で４件、合計９万３,５３０円。水道使用料で１１２件、合計

３２７万５,７７５円。病院の料金で４件、合計で６９万１,８７０円でございます。なお、５

ページに債務履行不能理由別放棄債権の状況が記載されておりますので、あわせてご覧をい

ただきたいと存じます。また、債権別、債務者別、それから年度別放棄債権の状況一覧表は、

企画政策課において保管をし閲覧ができますのでご覧をいただきたいと存じます。 

給食費については実員２名、平成１７年、平成１８年、平成１９年の各年度の債権でござ
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いまして、生活の困窮の理由で債権回収をすることができなかったものでございます。２年

の債権消滅時効期間を経過しているものでございます。状況が改善し、債務履行が見込めま

せんのでここで処分をさせていただいたものでございます。 

水道使用料につきましては件数は年度別の件数でございまして、実人員は７１名でござい

ます。平成１１年度から平成１９年度までの債権で、死亡、所在不明、倒産、無財産などの

理由により債権回収ができなかったものでございます。２年の債権消滅時効期間が経過をし

ておるところでございます。債務の納付、債務を納付することが見込めませんので処分をさ

せていただいたものでございます。 

 次に病院の料金につきましては実員４名でございます。平成１６年度の債権で死亡、所在

不明により回収ができ得なかったものでございます。３年の債権消滅時効期間が経過をして

いるところでございます。債務を納付することが見込めませんので、同じく処分をさせてい

ただいたものでございます。 

 以上三つの事案につきましては、いずれも徴収活動をしてきたところでございますが、今

後債務者が時効の援用を行わず、債務を納付することは見込めませんので債権の放棄という

ことにさせていただいたものでございます。以上で説明を終わります。 

○議   長  質疑を行います。 

○牛木芳雄君  この資料の５ページですが、ちょっとお伺いをしたいのですけれども、（２）

の種類の中に徴収費用の過大というものがあります。これは金額を件数で割りかえせば出て

くるわけですが、いわば飴の銭より笹の銭ということになろうか思うのですけれども。この

姿勢としてどういう姿勢――例えば１,０００円の債権を回収するのに３万円、５万円かかる

からというのであるか。あるいはそれほどかけても我々の姿勢としては、お金をかけてもい

ただくのだ、徴収するのだというその辺の意気込みといいますか、そういう気持ちの在り方

といいますかをどこに置いているのかお聞かせいただきたい。 

 それから（３）の死亡というものは３件ありますね。これは全くもう一人で他に例えば支

払う親族等がいなくてだめなのか。この辺もお聞かせいただきたい。 

○総務部長  おっしゃるように徴収費用過大と申しますのは、例えば新潟県以外のところ

に所在を仮にしているといたしまして、水道料でございますので２,０００円あるいは１,００

０円ということでございます。これは基本的にはお支払いいただくということがルールでご

ざいますから、当然先ほど申し上げましたように個票によって郵便送達をするとかという手

はつくしているわけでございますので、費用対効果からいってそこまで出かけてということ

にはならないのだろうというふうに思います。基本的には徴収をするということは、議員が

おっしゃるようなお考えと同じだというふうに思っています。 

それから死亡につきましては、３件死亡があるというふうに私も伺っておりますが、債務

でございますからそれをそっくり相続をしたということになれば、相続権者に当然いくわけ

でございますが、申し上げましたようにいずれも途中までは一生懸命徴収活動をやった部分

でございます。今般、時効を迎えておりますので、仮にその方が資力があったとしても時効
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の援用をされてしまえば、そこで徴収できないという状況でございますので、ここで放棄を

させていただいたということでございます。 

○牛木芳雄君  先ほどの２番目の徴収費用の過大のことですが、いろいろなもので滞納が

あったり納めなかったりということが、これからも多分国保の中でも出てくると思うのです。

軽微な金額の安いものに対して、やはり私は安くてもその姿勢をきちんと見せると。姿勢を

見せるということが大事だなと思っている。もし、私であれば、例えば費用がかかってもい

ただくと。それがやはり税の公平、あるいは負担の公平性から見た場合に、軽微なものであ

るから逃げ得をしたというようなことにならないような、予防的なことにつながっていくの

ではないかというふうに思っていますが、もう一度お願いいたします。 

○総務部長  まさにそれは私どもも、おっしゃるとおりで考えているわけでございまして、

公平性からいって仮に１円であろうが５００万円であろうが、同じ態度でいただくというこ

とは執行しなければならないというふうに思っております。ただ、先ほど申し上げましたよ

うに、本件についてはいずれも時効を迎えておりますので、先ほど申し上げたようなことだ

ということでご理解をいただきたいと思います。以上です。 

○牧野 晶君  ５ページの１番の給食費についてちょっとお聞きしたいのですが。生活困

窮ということですけれども、生活困窮というものは１７、１８、１９でわかるわけですが、

就学援助制度があるわけですよね。就学援助の方は今度は同意書をもらって差し引いてやっ

ているということになっていると思うのですけれども。そういうふうにお聞きしているので

すが、まずそこの確認をさせてもらって。１７、１８、１９ということなので、多分この問

題がおきたのも、そういうふうにしてきたのも、この後になってきたと思うのです。今後例

えば生活困窮でのこういうものが出ないのではないのかなと。それが例えば徹底していれば、

言われている点としては要は就学援助制度で同意書をもらって相殺できるようになっていれ

ば、生活困窮のこれは出てこないと思うのですが、そこのところのご答弁をちょっといただ

きたいのと・・・そこだけでやめておきます。 

○教育部長  牧野議員の言われるとおりでございます。ただ、差額が若干出ます。その分

の全額ということではありませんので若干は出ます。今後そのように金額がかさまないよう

に対応していきたいと思っております。以上です。 

○牧野 晶君  ２点あると思うのですが。若干足りないということで、同意書をもらって

いるということはちゃんと債権をもらっているということですよね。なので、時効の援用は

どんどん延びていくので、まず考えようによってはちょっとずつ増えていくかもしれないで

すけれども、時効の援用というのはまずならないという点がある。 

同時に、ちょっと斜め上からの視点で考えれば、要は就学援助をしても払えなくてどんど

んたまっていくということは、制度的に問題があるのではないのかな、という点も出てくる

のではないのですかね。どうなのですか。 

そういう点、例えば給食費が４,０００円で就学援助が３,６００円。それで生活困窮という

ふうにこう落としていくので４００円はずっと積み立てて、これをすんなりと学校教育課と
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いうか市の方で認めるとなると、要は生活困窮ということがわかっていながら４００円の手

当をしなかったということで、逆に就学援助が足りないのではないかというあからさまなそ

ういうふうにもなっていくという視点にもなってしまうのではないのかなと、私は思いがあ

るのですが。意味はわかりますか。（「はい」の声あり） 

そういう点について２点。逆の意味でまず時効にならないという点もあるし、次これが出

てくる時はその同意書をやっている中でやっていれば、市の方での制度的な不備が明確にな

っていくという思いがあるので、抜本的な対応というものも必要ではないのかなという思い

があるのです。どっちの方で考えておられるのか聞いてみたいなと思うのですがお願します。 

○教育部長  言われるとおり就学援助は給食費だけではなく、教材費とかがあります。だ

から金額によって全額イコールではない査定でいっていますから、結論からいうと今言われ

るように１００円足りなくても就学援助費にちょっと問題があるのではないかという言い方

をされるとそこはそうなのですが、やはりその微調整についてはきちんとはなかなかできな

いということを言っているのです。 

それと、今ほど我々は就学援助を学校の口座に入れるということで、納入額の請求する額

が少なくなっていますから、先ほど私が微々たる残るという話をしていますが、集金はしや

すくなってるもので、徴収できないという可能性は極力少なくなっていくというふうに思っ

ております。以上です。 

○岡村雅夫君  ２点お聞きします。（２）の水道料についてです。所在不明というようなこ

ととかありますが、徴収費過大とあります。私はちょっと区分けをするのは悪いとは思うの

ですけれども、要するに従来から市に在住している方、また外来者と言っていいかどうか、

マンションを購入したとかそういったかたちで移入された方なのか。その辺はやはり明確に

しておいた方が考えがまとまると思うのですが、ひとつお願いします。 

 もう１点、病院の問題です。病院は死亡するぐらいになると入院というかたちだと思うの

ですが、入院する時には保証人を立ててということであります。その保証人ということが履

行されないという結果なのか、身寄りがない人は保証人をとらないのか。その辺をひとつ、

なぜこうなったのかお聞きいたします。 

○大和病院事務部長  ご質問の病院の入院に関してでございますが、この当時は保証人を

とっておりませんでした。そういう不都合がございましたので、一昨年から保証人を立てて、

身内のない方でも例えば本家さんですとか親戚ですとか、そういう方から保証人になってい

ただいて自覚をしていただくと。そういうかたちでやっておりますので、最近は減ってきた

ように思っております。ちなみにこの今３件の死亡者がございますけれども、この３名共に

生活困窮者でございます。以上です。 

○水道課長  岡村議員さんのご質問にお答えします。所在不明ということでございますけ

れども、これは我々は住基に基づいてその方々を最後まで追いかけるわけなのですけれども、

追いかけきれない場合がございますのでそこまでで、先ほどちょっとお話がありましたけれ

どもストップをせざるを得ないというお話になります。それで私どもは最初からそういうふ
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うな兆候が見られる会社等、アパート等々については厳重に管理しておりますけれども、そ

れに追いつかないのが現状でございますのでよろしくお願いしたいと思います。 

○岡村雅夫君  よくマンションなんかが今はすぐ売買されたりして、要するに持ちこたえ

られなくてという方々なのか。今、アパートといわれますと、アパートも個人になっていま

すけれども、そこには管理というか持ち主がいるわけですよね、ですからアパートの人たち

が多いのか。逆に言わせてもらうと、あるいはマンション関係の方々が多いのか。あるいは

普通に生活している市民の方でこういう結果に至ったということなのか。その辺をひとつ区

分けがしておられたらお聞きしたかったということですがひとつ。 

○総務部長  私は先ほど企画政策課の方で見られるということを申し上げました。見てい

ただければわかりますが、それを手元に持っておりますので散見をしますと、おっしゃるよ

うにマンションあるいはアパートの入居者の方というのが多く見受けられる。件数は今ちょ

っと私、数えていませんが、おっしゃるようにそういう人が多いという実態にあります。以

上です。今の議案についてですが。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

 以上で第７号報告 専決処分した事件の報告について（権利放棄について）の報告を終わ

ります。 

○議   長  日程第１０、第４８号議案 病院事業管理者の設置に伴う関係条例の整理

についてを議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○総務部長  第４８号議案 病院事業管理者の設置に伴う関係条例の整理についてご説明

を申し上げます。本件は病院事業管理者の設置に伴う関係条例の整理に関する条例をご決定

いただきたいものでございます。３月定例会で病院事業の地方公営企業法の全部適用に関す

る関係例規の整備をご決定いただきまして、４月１日から病院事業管理者を置いたところで

ございます。今般その例規整理の際の検索もれが発見されましたので、まことに恐れいりま

すがここで改めさせていただきたいものでございます。 

 第１条で南魚沼市情報公開条例の一部改正、第２条で南魚沼市個人情報保護条例の一部改

正、第３条で南魚沼市職員の自己啓発等の休業に関する条例の一部改正をお願いするもので

ございます。いずれも市長部局であった病院事業が、事業管理者を置くことにより水道事業

に同じく業務執行については事業管理者を代表とするということになりますので、第１条及

び第２条関係につきましては、実施機関に新たに「病院事業管理者」の文言を加えるもので

ございますし、第３条につきましては「病院事業部局」の文言を加えるものでございます。

なお附則でございますが、公布の日から施行をさせていただきたいものでございます。 

以上でございますが、大変お手数をおかけしてまことに申しわけありませんがよろしくご

審議の上、ご決定賜りますようお願いを申し上げます。以上です。 

○議   長  質疑を行います。 
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(「なし」の声あり) 

質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。 

 第４８号議案 病院事業管理者の設置に伴う関係条例の整理については、原案のとおり決

定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第４８号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第１１、第４９号議案 南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正につ

いてを議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市民生活部長  第４９号議案 南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正について、提案

の理由を説明申し上げます。今回の南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正につきましては

２２年度における国民健康保険税課税に係る個人所得等が確定いたしましたので、国民健康

保険特別会計予算において、税に依存する額を満たす税率につきまして試算をいたしました。

平成２２年度につきましては引き続き雇用情勢や経済不況の影響を考慮し、基金から最大限

の繰り入れと前年度繰越金を財源充当することによって、国保税の税率について最小限の引

き上げにしたものでございます。 

お手元の方に改正条例の他に新旧対照表、及び第４９号議案資料ということでお届けして

あると思いますが、そちらの方をご覧になっていただきたいと思います。そちらの資料２を

ご覧いただきたいと思います。６ページでございます。そちらの方に税率改正の要否と試算

の概要ということでございますが、最初にお話しておきますけれども、ここの前提として基

金を当初予算で１億円、さらに今回平成２１年度決算見込を考えながら１億５,０００万円を

増額しまして合計２億５,０００万円の繰り入れというふうなことで考えております。また、

平成２１年度からの繰越金を当初予算では３,０００万円計上しているというふうな内容に

なっております。 

収納率についてでございますが、２１年度の徴収実績等を考慮しまして、前年度比０.５パ

ーセント減の９１.５パーセントということで計算をしております。その表の１の医療一般分

の表の方を見ていただきたいと思いますが、②に課税所得、それから③に被保険者数、④で

世帯数というふうなことでありますが、それぞれ前年に比べて減少しているという状況でご

ざいます。逆に①の賦課総額については６.８パーセントの増額ということで、負担をお願い

する額が増えたのにかかわらず、逆にその元になる数字が減っているというふうなことでご

ざいますので、大変厳しい状況だというふうに認識をしております。この条件により現行の
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税率のままで計算しますと、約２億３,０００万円財源が不足するということで、この２億３,

０００万円の増額改正が必要だというふうな状況でございます。 

 ページ７をお願いしたいと思います。税率改正の要旨ということでございます。１番の基

礎課税分の税率につきましては、所得割を５.４７パーセントから６.８６パーセントというこ

とで１.３９ポイントの増。それから均等割を２万２,６００円から２万５,２００円と２,６０

０円の増額。それから特定世帯以外の平等割を２万８００円から２万２,３００円と１,５００

円の増額。特定世帯の平等割を１万４００円から１万１,１５０円と７５０円の増額。軽減税

率につきましても同様に改正をしております。それから賦課限度額につきましては専決処分

のとおり３万円の増額を行っております。 

２番の後期高齢者支援金分でございますが、所得割を１.８４パーセントから２.２５パーセ

ントと０.４１ポイントの増。均等割を１万１００円から１万１,１００円ということで１,０

００円の増額。軽減税率につきましても同様に改正するものでございます。それから賦課限

度額につきましては専決処分のとおり１万円の増額を行っています。 

３番の介護納付金分でございますが、所得割を１.４９パーセントから２.０１パーセントと

いうことで０.５２ポイントの増。均等割を１万２,９００円から１万４,４００円と１,５００

円の増額。軽減税率につきましても同様に改正しているところでございます。賦課限度額に

つきましては１０万円で据え置きというふうになっております。 

８ページの方をお願いいたします。国民健康保険税の推移ということで２０年度からの経

過を記載しております。医療一般分、及び支援金一般分につきましては、２０年度、２１年

度と据え置きになっております。介護世帯分につきましては平成２１年度に精算納付金の増

額に伴って税依存額が減少したということで、税率の引き下げが行われたというふうなこと

でございます。表の一番下段の合計欄でございますが、平成２２年度における国民健康保険

税全体では黒の太線で囲ってありますけれども、世帯割で１万５,０３６円、一人当たりで９,

５９９円、所得割で２.３２ポイント、均等割で５,１００円、平等割で１,５００円がそれぞ

れ増額となるものであります。医療一般分での応能と応益に係る負担割合でありますが、応

能、所得割ですが５０.０２パーセント、応益割が４９.９８パーセントというふうになってお

ります。そのうち均等割が３５.０２パーセント、平等割が１４.９６パーセントということで

ございます。 

改正条例本文に戻っていただきたいと思いますが、条例につきましては今ほど説明したよ

うにそれぞれ額及び率の改正を行うものでございます。附則といたしまして施行期日であり

ますが、この条例は公布の日から施行するものであります。２項、３項につきましては適用

区分について規定したものであり、改正後の規定につきましては平成２２年４月１日から適

用し、平成２１年度分までにつきましては従前の例による規定であります。以上説明を終了

しますが、よろしくご審議の上ご決定賜りますようお願い申し上げます。 

○議   長  質疑を行います。 

○岡村雅夫君  説明資料の６ページを開いていただきたいのですが。先ほど説明がござい
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ましたが、１の②、③、④については減額になってきている、要するに落ち込んできている

ということです。そうした中で私は逆に計算をしてみました。賦課総額を課税所得、これは

１２.８パーセントも減っているわけでありますが、要するに皆さんの懐が１２.２パーセント

少なくなったということです。それを②で割ってみますと、平成２１年度が９.３パーセント

であります。負担率ですよね、所得に関する賦課額は９.３パーセント。そして２２年度につ

いては１１.４パーセントになっています。 

そして私はそれをでは２２年度と２１年度とどれだけ負担感が増したのかなということで、

２２年度割る２１年度をやってみました。要するに１１.４パーセント割る９.３パーセント。

２２.５パーセントの負担増であるなと。要するに懐が小さくなってきたところで、賦課額が

上がってきているわけですから、非常に単純にこれは表を見ると６.８パーセントの増だとい

うような感じでとらえてはならないなというふうに私は感じました。 

要するに当初予算の中で市長は言いましたけれども、２割も上げなければならないところ

をどこまで抑えられるかだというような話があったかと思うのですが、私はこの負担感はた

だごとではないなと。今でも国保が高くてなあ、という話は皆さんします。そしてこれを納

めなくていいならば、という話も出ます。しかし皆さん、こうした中で私は６.８パーセント

に抑えたからよしということでは、ますます滞納も増えたり、あるいは払いたくても払えな

い人というのが出るのかなというふうに懸念をします。結果どういう考察があったかひとつ

お聞きしたいと思います。 

 もう１点は、当初予算の中で私、資格証の扱いについては検討していただきたいという話

をしました。当時１３７人の資格証、要するに窓口で１００パーセント、実費を納めなけれ

ば医者にかかれない保険証であります。その人たちの収入、１３７人の収入状況というもの

をみますと、１００万円以下の方々が４０パーセント、５６人いますね。それから１００万

円から２００万円の方が、要するに２００万円以下の方々を計算しますと６９パーセントの

方々がそういった状態にあると。 

そしてその人たちが保険料を払う能力があるかどうかという判定をしてみれば、あるいは

徴収に、納税相談に伺えばほとんど無理だろうなという答弁も多分あったかと私は思ってい

ますが、そうした人たちにあえて資格証を渡さなければならないのか。私はそうではなくて、

この皆保険の精神からいえば、保険証をやって３割負担でかかっていただくと。そして重病

にならないようにしていただくという姿勢が必要ではないかというふうに、私は当初予算の

ところで討論でも参加してやったつもりですが、その考察はいかがなものか。ひとつよろし

く答弁をお願いします。 

○市   長  何ていいますか、国保税の上がる分の率そのものが６.８と、それはそれで

数値として出てきているわけですが、今、議員がおっしゃったように入る部分は減る、出る

部分は増えるということですから、そういう逆算をすれば２２パーセントなのか２５パーセ

ントなのか。私はそこまではじいてはみませんけれども、いずれにしても危機的な状況にあ

るということだけは認識をしているわけであります。この後の予算の中でもまた申し上げま
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すけれども、国保をどういうふうに今後運営していくべきかということも考えなければなら

ない。これは私どもの市ばかりではなくて、もう全国的に確かそういうふうになっていって

いると思う。制度がそうですからね。もう高齢者というか職のない人、そういう人たちが入

る制度ですから、もうある意味で破たんするのは目に見えているような感じがするのです。 

ただ、さっき言いました説明があったように徴収率が９１.５。ここも非常に大きな部分な

のですね。これが例えば９５なり９８なりいくとすれば、相当の軽減にまたなっていくわけ

であります。ですので、この皆さん方の部分をまじめに納めている方が負担をしているとい

う、こういう現実もあるわけです。では一般会計からどんどんつぎ込めばいいか、それも今

人数としては３割――３割だったかな大体、全体の市民の。その皆さん方の部分を一般会計

というか、一般の皆さんの税金でどんどんとやっていっていいか、これも非常に異論のある

ところだと。 

ですので、方向性をどういうふうにもっていくかということは今年１年をかけて、２３年

度からこうしたいという部分は打ち出していかなければならないと思っていますけれども、

非常に厳しい負担増という部分についてはそういうふうに私も認識はしております。 

 後段の方ですけれども、まさにそこが考え方の違いでありまして、互助ですから、それは

当然互助です。ただ、本当に納めたくても納められないという皆さん方を助けていくのはそ

れはそうです。納める能力があるのに納めていないとか、そういう皆さん方まで助ける必要

はないわけですね。そこが非常に難しいところなので、きちんとした理由があって――生活

困窮でも収入が少なくても結構ですよ、それはきちんと納税相談の時にも話をしながら、実

際そういうことであればそれは減免をしているわけですから。常にその資格証の数がこうだ

からこうだと数だけで言われても、やはり内容はそう岡村議員が思っているように単純なも

のではありませんので。本当に救わなくてはならない部分と、いくら何でもここまではとい

う部分が出てくるわけですから、その辺は吟味をしながらやっていこうと思いますけれども。 

基本的には保険というものは全部互助制度でありますからお互いが助け合うと。これは当

然のことであります。問題はやはり９１.５というその徴収率。納めない人がいるという部分

と、その納めなかった人に対してなおかつまだ１００パーセントの恩恵を与えろという部分

が、どういうふうに解釈すればいいのかと、この整理だと思っていますので、これらをきち

んと議論しながらやっていきたいと思っております。 

○岡村雅夫君  私は今市長が言われますように危機的な状態だということはわかって、医

療費の伸び等を見てもわかっているつもりであります。そうした中で住民の３割だと、３割

以下だというところに一般財源をつぎ込んでいいかどうかということに悩んでいると、こう

いう言い方をされました。私は、ここの構成割合ですよね。構成している方々はどういう方々

かといいますと、会社勤めしている人ではないのですよ。職業を持っている、要するにきち

んとした会社へ入っているという人ではなくて、組織の人ではない。要するに自営業者、あ

るいは無職の方、解雇された方、そういう方々がこの医療保険として入ってきているわけで

す。 
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それで今、互助制度と申しましたけれども、今は互助という言葉は使わないのですよ。そ

ういう言葉ではないのですよ。これはもう憲法からいってみればそういう問題ではないので

す。納めない人はペナルティは当たり前だという精神ではないのです。そこをやはりはき違

えると今のような答弁が出てくるのです。（「人の言うことを聞いていないのだから」の声あ

り）そういうことなのですよ。要するにさっきの質問の中でも私はしましたけれども、後段

の話に移りますが資格証、要するに徴収不能だと言わざるを得ない人たちの督促、催促、そ

ういった事務を言っているわけです。 

それでそれよりも、先ほど私が指摘しましたように、無申告者とか、あるいは本当に滞納

している方々の改善策をどう相談するかということが、やはり救う方法があるのですよ。保

護しなければならない人、あるいは年金等のちゃんとした手続をとってやることとか、そう

いった陰に隠れている部分を整理しなければこういう問題は消えないと。そして資格証の発

給等の事務は、それこそさっきの話でありますけれども、徴収するのに過大な経費がかかる

なんて話ですよ、そう言って答えているのですから。１００万円以下の方々が何人いるなん

て話をしているわけですから。私はそういったことが本当に明らかな人に関しては、きちん

とした保険証を発給しなさいと、した方がいいですよということを言っているわけです。そ

の点、さっき答弁がないようでしたのでもう１回お願いします。 

○市   長  どういうふうにとれる――私の言い方が悪いのかもわかりませんが、私が

申し上げているのは、例えば市民の３割だからいいとか言っているのではない。３割ですと、

ではここに一般財源をどういうふうにつぎ込んで、どのようにやっていけば整合性がたつの

かと。そのことを今年１年かけて検証したいと言っているのです。それが一つ。 

もう一つ、よく聞いていただきたいのですけれども、私は納められるのに納めないでいる

皆さん方を救う必要はないと、そう言っているのです。あなたは全然違うことを言っている

じゃないですか、今。だから、納められない人は納められないなりの理由があるわけですか

ら、それはきちんと減免措置もやりますし、そして絶対それでも納められないそういう皆さ

ん方から、わざわざ全部保険証を奪って資格証だけでやっていけなんてことはやっていませ

んから。やっていませんから。資格証はだって今言ったように、いろいろあってなかなか納

めてくれない、そういう皆さん方にやっているわけでしょう。もう生活困窮で、医者にかか

らなければ命も危ないとか、だけれども保険税が払えない、そういう皆さん方を放っておき

なんてしませんよ。ちゃんとやっていますから。 

そういう人がいたら具体的に言ってきてください。いつも言っているのですけれども具体

的に言ってきてくださいよ。そういう人がいますか。そういうことです。ですから、議論の

対立はいいですけれども、お互い言うことをきちんとよく聞いて、揚げ足取りみたいなこと

ばかり言わないで、こういう議論というものはもっと大事にしていただきたいと思います。

次の予算の時にこれからの方向性はまたいろいろ考えたいということを提案理由に付けて申

し上げたいということであります。 

○岡村雅夫君  今現在調査をした、お聞きした中では、真水の部分というのはまだ全然つ
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ぎ込まれていないという答弁をいただいておりますので、これだけの緊迫した皆さん方が大

変な状況の中で、あるいはこれだけ所得が落ちている中で、真水を投入することが必要な事

態だということはひとつ認識していただきたいと。終わります。 

○笠原喜一郎君  １点だけお聞きいたしますが、収納率ですね。９２パーセントが９１.５

に見積もったということですので、それだけ厳しい収納状況だろうということだと思ってい

ます。それで私はただ、今回の平成２２年度のこの税率を算定するについては、２１年度の

繰越金を３,０００万円、それから基金からの繰り入れを２億５,０００万円ということですの

で、精一杯頑張った姿勢だろうというふうに思っています。多分、基金残高が２２年度末で

は６００万円ぐらいしかないということだと思います。まあ２２年度がどのくらい繰り越さ

れるかわかりませんけれども。ただ、来年のことなのですね。非常に私は心配をしています。 

先ほど市長もこの２２年度中にではどういうふうにしていくかということを言っていたわ

けですけれども、私はこの９１.５の中と、収納率が９１.５、本来税に負担する部分というも

のは多分１７億８,０００万円ぐらいなのですね。それを０.９１５で割って賦課をしているわ

けです。それが１９億７,０００万円。そこの差が大体２億円近くあるわけです。 

私はこの部分については先ほど市長も言われたように、まじめに払っている人が、本来自

分の賦課の金額を上乗せして支払っているということなのです。ですから、これから検討を

していくという中でこの８.５パーセント、収納できない部分ですね、その上乗せをしている

部分についてぐらいは、一般会計から繰り入れていく姿勢を見せないと、本当にこの収納率

がどんどん下がっていけば、さらに上乗せをして割っていかなければならないわけですので、

そういうふうに私は考えるわけですけれどもお聞きをいたします。 

○市   長  そういうまたご提言をいただければ、これから検討委員会的なことを３～

４回やろうということですから、委員の中からもまたそういうお話が出るかもわかりません

し。とにかくやはりある意味できちんとした理由が成り立つということが前提ですので、や

みくもにつっ込むということはできませんと、これだけです。それからこれはもう制度とし

てやはり疲弊をしている。現代の中にはちょっとそぐわないという部分がありますから、い

ずれ保険が一元化されれば――ではそれでどういう結果になるかはわかりません。国保の部

分が相当救われるかどうかちょっとわかりませんけれども、そういうことも国県の方にきち

んと働きかけをしていきたい。要はこの国保の加入の条件といいますか、そこがやはりちょ

っとおかしいということだけは今でも感じているところであります。ありがとうございまし

た。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

反対ですね。（「はい」の声あり） 

○岩野 松君  反対の討論で参加します。今いろいろなやじが聞こえましたけれども、国
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民健康保険というものは、これが制定された時から憲法２５条にありますように健康で文化

的な生活を有するという精神に基づいて、生きていく上での最後のセーフティーネット、そ

ういう制度として設けられたと私は認識しております。当時は働いている人たちへの制度は

あったのですけれども、自営業者や農家の人たち、そういう人たちへはないということで作

られたのですが、今現在は退職者や無職、しかも解雇されてどうしようもなくなったという

いい方は悪いですけれども、そういう人たちが多く含まれていて、収入も割合からすると下

がっているといわれております。 

そういう中で最後のセーフティーネットとしてどう国が救うかという制度であります。そ

ういう意味では国からの補助率も下がってきており、そしてその中で国保税の値上げ問題が

全国的に今展開されているわけです。南魚沼市でも基金を全部取り崩し、そして市長は精一

杯の努力をしていることには評価はいたしますけれども、特に小さい自治体では一般会計か

らの繰り入れを今年もしているところも何箇所かお聞きしております。そういう意味ではや

はり何とかしなければならない。非常にこれからも大変なことになっていくと思います。 

特に今回の中で私は低所得者への値上げにかかわるというか、平等割、均等割も値上げに

なり、それはしょうがないのだ、率からすれば所得割よりは少ないですけれども、これが上

がるということが低所得者、特に所得の低い人へは過重な負担になる、そういうものでもあ

ります。本当に国民健康保険税が高いのはどこからも聞こえてきます。それはこれからの課

題とも言われていますけれども、努力して下げているところもなきにしもあらずです。私は

やはり値上げに踏み切らない制度によりたいと思っていますので、今回の改正については反

対の立場で討論に参加しました。よろしくお願いします。 

○議   長  次に原案に賛成者の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第４９号議案 南魚沼市国民健康保険税条例の一部改正

について、本案は原案のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議   長  起立多数。よって第４９号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第１２、第５０号議案 平成２２年度南魚沼市一般会計補正予算（第

１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第５０号議案について提案理由を申し上げます。本補正予算につきまして

は、市民の生活環境の向上を図るとともに緊急経済対策として、住宅関連産業を中心とした

地域経済の活性化を促進するため、市内の施工業者によって個人住宅のリフォーム工事を行

うものに対して、新たに補助金を交付する制度を創設するものであります。このため前年度

繰越金を財源に、住宅環境整備事業費に南魚沼市住宅リフォーム事業補助金５,０００万円を



 - 30 -

計上し、予算総額を歳入歳出それぞれ２９９億９,５００万円としたいものであります。事業

内容につきましては建設部長に説明させますので、よろしくご審議の上ご決定賜りますよう

にお願い申し上げます。 

○建設部長  それでは補助金交付要綱について説明させていただきますが、別冊の第５０

号議案資料をお開き願いたいと思います。南魚沼市住宅リフォーム事業補助金交付要綱とい

うことでございます。主旨につきましては先ほど市長の方の提案理由の中で述べております

ので省略させていただきます。 

定義の中でリフォーム工事ということでございます。個人住宅、併用住宅等の改修、補修、

修繕、一部増築、模様替え等の工事でございます。その下に補助対象工事ということで平成

２２年６月１日以降に契約行為が行われて、平成２３年１月末までに完了する工事というこ

とでございます。その（６）に市内施工業者ということでございます。この業者、事業を行

う者につきましては、市内に本社及び事業所を有する法人、又は住所を有する個人事業主と

いうことでございます。補助対象者ということで書いておりますけれども、特にここにつき

ましては市税の滞納をしていないということが基本になっております。 

次のページをお願いしたいと思います。補助金の額ということで、補助基礎額の１００分

の２０ということで２割の補助と。ただし、その額が１０万円を超える場合は１０万円とす

るということでございますので、１０万円が限度ということです。その下に前項の補助基礎

額につきましては補助対象工事費のうち別表に掲げる製品等を除いた額ということで、１枚

めくっていただきますと、別表の第２条関係におきまして補助対象工事費ということで１か

ら８まで出ております。先ほどの、ただし、次の製品等は補助基礎額の対象外とするという

ことで、単体等で機能を発揮できる製品、例えばテレビだとかエアコン、その製品について

は対象外ということでございます。そこに家電製品と厨房製品等々書いております。 

戻っていただきまして、補助基礎額は１０万円未満の場合は補助金の対象外とするという

ことでございます。１０万円の工事につきましては、それの２０パーセントということでご

ざいますので、２万円の補助ということでございます。 

あと右側の附則でございます。この告示は平成２２年６月１日から施行するということと、

その告示につきましては平成２３年３月３１日限りでその効力を失うということで附則を謳

ってあります。以上、事業内容を簡単でございますが説明を終わらせていただきます。 

○議   長  質疑を行います。 

○松原良道君  １点の確認と、この案ですので１点の見直しができないのかちょっと聞か

せていただきます。この第３条の冒頭の目的が緊急経済対策、なおかつ市内の事業の活性化、

市内業者の緊急的な対策ですのであれですが。この第３条にこういったケースがあるのかな

いのかわかりませんが、市内業者がいるのですけれども例えば大規模な改造になって、元請

が市外で下請が市内という場合が、本当にこの条例どおりで切り捨てていいのかという、こ

ういったケースがどのくらいあるのかそれはわかりませんけれども、その確認がまず１点。 

それと２点目の見直しですが、３月議会でこの話が出て、久々に市長としては即決英断。
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私は本当に評価したいというふうに思っています。がしかし、いろいろなこの附則等を見ま

すと、先ほどの部長の説明のように６月１日からというふうに謳っているのですよね。この

案を担当課にちょっと意見を申し述べさせていただく時に、私も６月１日あたりでいいのか

なというふうに思っていました。ただ、実際まだ今は５月、今日臨時会は２５日ですけれど

も、もう現にこの市内に新築でなくて――新築なら当然いいですよ。それだけの財源を確保

してやろうということですから。ただ、リフォームしているそういった現場が数を見るので

すよね。 

そうした場合に市長、この点が大事なところですよ。本当に繰越金で、国県の補助金が入

っていない市単費の公金で、地域住民の皆さんにいろいろな面で救いをしなければならない

というこのすばらしい政策に、もう１カ月。この時期について、６月１５日から７月７日ま

での申込期限とか謳ってあるそうなんです。私はこの６月２日から６月７日までのそれぞれ

４会場の説明会、現に目の前にきているわけですけれども、何とかこの６月１日からを１カ

月、やはり５月１日からというふうにどうしてもしていただきたいのです。 

そうでなければ、本当にこの情報を私はこの３月議会で市長に質問した時に、場合によれ

ば５月の臨時会で何とかなるかもしれないから待っていろと５～６件も言っているのですよ。

ただ、そんなことを私が全部言えるわけではありませんけれども、実際に今リフォームして

いる皆さんが身近なところにいます。そういった皆さんに本当にせっかく市がいい取り組み

をする時に、この１カ月をもっと下げてといいますか５月１日からというふうにして、本当

にするならばそこまで救いの手を伸べるべきだと私は思っています。これだけ緊急な対策を

市長が言い出したわけですから、ぜひ、この辺は今日は曲げてこの案を見直していただきた

いと思っていますがどうでしょうか。 

○市   長  この６月１日という部分は結局逆算していくと、例えば今日なら今日、予

算が認められてそれから申し込んでくださいと、平たく言えばこういうことですね。ですか

ら６月。それをではさかのぼるとかどうとかというこの議論については、これは資料ですし

要綱の案ですから、そういうご提言もあったということを踏まえながら検討しなければなら

ないと思っています。ただ、それがでは５月なのか４月なのかとこれもありますので、その

辺はまた説明会等をやる中で、いろいろ事情をきちんと把握しながらやっていけばいいもの

だろうと思っております。 

それから大手がとって下で下請をして、それがそのリフォーム的な部分を・・・（「いや、

私が言うのは市内業者でなくて」の声あり）だから市内業者でない方がね。そこが市内の住

民の皆さんはもちろんですけれども、市内業者の緊急経済対策ということになりますので、

それはちょっとご勘弁願わないと何か全部外れてしまうようになってしまいますよね。（「そ

れは確認です」の声あり）それだけですのでそこはひとつ。後段の方は極力柔軟に対応させ

ていただきたいと思っております。 

○松原良道君  では大いに期待をしています。このことによって救われる皆さんが大変出

ると私は思っています。それとこの申込期限の要項ですけれども、６月１５日から７月７日
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まで。これはこれである程度どのくらいの予定者がいるのかということを把握する分では、

建設、都市計ですか、その中では私はいいと思っているのです。けれども、その先に応募が

いっぱいの場合は抽選でという、非常に我々にこうやってみようかなという気を起こさせる

にはちょっといかがな文章かというふうに私は思っているのです。 

聞くところによれば今回は５,０００万円ですけれども、私は３月のとき繰越金が３億円あ

るのだから１億円でも投与しろと言ったのですけれども、市長も場合によってはまた二次補

正もされるような考えを伺っている中で、ある程度どのぐらいの申し込みがあるか、区切る

のはそれを把握するにはこういったやり方はいいと思います。けれども、何かこの締切り１

回でもいっぱいになった場合は抽選だというふうにこれからの説明会資料の中で書かれると、

非常に私は行政的なやり方だなというふうに思っている。ではもれればだめなのかと、そう

いう発想をすぐ持たれる、抱き方をされるのですね。そしてなおかつ、附則の中では今部長

が説明したように１月末と言っているでしょう。何かこうやる気をけしかけるのでなくそぐ

ような文章のやり方というものは、本当に執行部は大体どういうふうに考えているのですか、

こういう書き方というものは。 

○市   長  逆からみればそういうことなのかもわかりませんけれども、私どもも３月

の議会の時に申し上げたとおり、いわゆる上限なしにやるということはできませんけれども、

例えば５,０００万円か８,０００万円か１億円か、そういうことは申し上げております。そし

てこれは例えばでは財源として１億円あったとしますね、１億円。それだって申し込みが余

計になればこれはもう抽選にならざるを得ないわけですから、当然今の申し込み状況をみて、

増額しなくてはならないようであればまたそれはそれなりに対応しなければならない。ただ、

やはり限度はありますので、それが何千万円とか何百万円とかということは今は申し上げま

せんけれども。そういうことですから、説明の時にもとにかく申し込んでくださいと。まず

は把握しなければ我々も次の予算が組めませんので。そういう意味ですから、何ていいます

か余り斜めから見ないで正面から見ていただければ大丈夫だと。どうぞその気のある方は全

部申し込んでみてください。そういうふうにまた皆さんにお伝えください。 

○塩谷寿雄君  この対象がリフォームとなっていますし、当然家電製品なんてこれはだめ

だと思いますけれども、あんまり仕切りをかけるといろいろなことも、やりたがっている人

もできないかなと思うのと、リフォームに限りじゃないですか。これだって所得は別に関係

なしにリフォームする人にはこれが出るわけですから、新築する方にもこれを対象にすれば

１０万円は最低出るわけですよね。リフォームですけれど同じことだと思うのですが、新築

も対象にしたらいかがかなと思うのですけれど、いかがでしょうか。 

○市   長  これはですね、趣旨が３月議会のときから私ども十日町等も調べてきまし

たけれども、いわゆるきちんとした今おっしゃった新築とかそっくり建て替えるとか、そう

いうことではなくて一番対象にしたいのは、ちょっと家を直したいけれどもなかなかふん切

りがつかない。そして、一人ぐらいでリフォームとか、いわゆる大工さんですよ。そうやっ

ている方たちはほとんど仕事がないと。そういうことにある意味で目的をちょっと絞ってや
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っているものですから、大規模な新築だとか、そういう部分についてこれで対象にしようと

いう思いはちょっとありませんので、それだけはひとつご理解いただきたいと思います。 

○笠原喜一郎君  １点だけお聞きをいたしますが、それこそ３月議会で３番議員の鈴木議

員の方から、市内の住宅を新築するときに市内業者に依頼をした場合、補助金制度ができな

いかというような一般質問があったわけです。その時になぜそういうふうに言ったかという

と、確認申請が１９年度は３８５件、２０年度が３５２件、そして２１年度は３月中でした

けれども２３８件ということで非常に建築が冷え込んでいる中で、そういう思いきったこと

ができないかという話をした。そのときの答弁は、これは個人の財産に補助をするというこ

とで非常に難しいと。公平公正な観点からみて難しいというような答弁があったわけなので

す。 

その後私はこの事業について緊急経済的な部分でやるということについては、やはりいろ

いろなことをやってみようという部分で評価はしますけれども、具体的に３月議会で個人の

財産についてはなかなか、というようないい方をしていた部分が、わずか２カ月、３カ月で

こういうふうに出てきたわけです。課内でどういうふうな話し合いがなされたのか。 

やはり一つのそこの政策としてきちんとした理念を持っていれば、個人の財産に対する補

助であったとしても、私は許せる部分はあると思っているのです。それは県が県産材を使っ

た場合にはいくらいくらかの助成をするということは、そこに一つの理念があるわけです。

そういうことからすれば、今回はリフォームですけれども、そういう政策を決定する時には

ただ思いつきということではなくて、きちんとした理念というものを持って政策というもの、

条例というものは出されるわけだと思いますけれども。どういう話し合いをなされてこうい

うふうに出てきたのかをお聞きいたします。 

○市   長  これは先ほどから触れていますように、個人の住宅のリフォームというこ

とよりは、いわゆる小規模の建築業者ですかね、リフォーム業者といいますかそういう皆さ

んへの仕事の、ですから、この業界のその業者の皆さん方から一生懸命勧誘をしてもらって

仕事をとってくださいと、こういう意味です。一番の目的は。 

ですから上限が非常に少ないですよね、１０万円と。それだって個人の財産ではないかと

言われればそういうことですけれども、鈴木議員がおっしゃった市内業者が請けた場合には

補助金を出せ。市外業者がでは請けたら補助金が出ないのかと、それはちょっと非常に難し

い問題があるという私は思いでした。 

ですから、例えばもしやるとすれば、住宅の新築を１年なり２年なりの間にやる皆さんに

ついては上限で２００万円まで補助金を出しますとかと、そうことならいいと思うのです。

やれるとすれば。それをいわゆる経済対策でも何でもない部分の中で市内業者がとったなら

出すけれども、市外業者のは――だって皆さんこのリフォームだってそういう面では同じで

すけれども、ただ、そういう細かい仕事になれば、特別のつながりがある人以外は大体市内

の業者に頼むと思うのですけれども。そういう意味で言ったことで、ただ、個人財産にどん

どんと定見もなく何でもかんでも補助を出していくということは、やはりどこかで線を引か
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なくてはならないわけですから、それについてどうだったという部分についてまでは議論し

ていません。要は十日町市の現場に行って実際調べてきた中で、大体十日町さんの方はこの

１０倍の経済効果があったそうですから、十日町が７,０００万円で確かやったのですね。７

億円以上の経済効果があったと。これは実証されていますので、そうだとすれば今のこうい

う状況でありますから１年限りという思いでありましたので。 

大幅なといいますか非常に額の大きい部分で、個人財産に対する援助、助成ということに

ついては、これは相当慎重に議論を重ねながら。やらないということではありませんけれど

も、どこかできちんとした線は引かなければならないという思いであります。 

一つ、耐震診断に対しては補助は出ていますし、ようやく今年から耐震補強についても５

０万円までですか、限度で出ていますけれどもこういう部分も今ちょっと始めましたので、

それと鈴木議員がおっしゃったようなことがどううまく結びつけられるか。この辺も検証は

させていただきたいとは思っています。おっしゃるとおりでありますので、それはきちんと

理念を持ちながらやっていかなければならないと思っています。 

○岡村雅夫君  小規模業者にこういった施策を展開してもらって、本当に皆さん喜ぶもの

と思っています。私は自分でもそういった建築業をやっているもので若干業界の状況をお話

したいのですが。大体今、通年で勤めている人というのはなかなかいなくて、冬季間はスキ

ー場とか除雪とかそういうところに行っておりまして、そして事業主という方々は春にめが

けて一生懸命営業努力をするわけであります。けれども、なかなか今年の場合はそういった

物件が見当たらないとか、若い人をいつから使わなければならないかというような話で非常

に困惑していた状態というのが３月の状況です。そうした中で、できれば４月に声をかけて

やりたいな、あるいは５月にならないうちに何とかというような話で、いろいろ仕事を探し

ながらやっていっているというのが現状なのです。 

それで先ほど２６番議員が５月１日というような話をされましたけれども、私はある程度

区切りがついて境目が少ないなと感じるのは４月１日からと。年度初めからというようなか

たちがもしできるのであるならば、その方がより多くの方々が恩恵を受けるなというふうに

感じますので、ひとつ検討していただきたいと思います。 

そして手続き上で、介護関係で私は仕事をしたこともあるのですけれども、事前・事後の

写真とか非常に難しい面が出てきます。そうするとさかのぼるとなかなかその辺が大変なと

ころになりますが、そこはひとつ担当者は難儀をしていただいて、事実確認はきちんと良心

的にやっていただくということで結構なのではないかなというような感じが私はしますが、

ひとつ。事後を見れば新しく今なったなと、これは大体だれが見てもわかると思いますので、

そういったひとつ努力をしていただきたいなと。 

そして補正。そしてまた本当に好評であるとしたならば、これはやはり単年度といわずに、

よその実施しているところには次年度もというような方向で頑張っているところもございま

すので、よろしくお願いしたいと思います。以上です。 

○市   長  期限といいますか、申込期限については柔軟には対応します。ただ、どこ
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かで区切らないと・・・（「だから年度で」の声あり）では去年やった人はどうだと、こうい

うことにもなりますし、それはどこかで区切らせていただくということでありますので、お

っしゃったように柔軟に対応していかなければなりませんし。 

これは前にも言っていますように、本当にどういう需要があるのだろう、どのくらいある

のだろうと、これが全く私は本当のところはわからないのですね、今のところ。ですから、

その効果を見ながらやっていこうということでありまして、今ちょっともらったところでは、

胎内市では経済効果が１９.６倍だそうですね。津南町が１３.９倍、十日町市は１０.８倍と

いうことだそうであります。秋田県では県レベルで始めたということでもあります。 

これはやはりさっき言いましたように、とにかく中小建設業者、工務店がもう仕事がほと

んどなくなってきている。このことに起因しているわけですので、そういう部分でさっき笠

原議員が触れられた部分とちょっと分けていただくことがあるわけです。本格的な住宅を建

設する、そういう際にではどうだということについては、また改めていろいろ考えながらや

っていかなくてはいけないと思っております。そういう状況ですのでよろしくお願いいたし

ます。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

○議   長  お諮りいたします。第５０号議案 平成２２年度南魚沼市一般会計補正予

算（第１号）は原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第５０号議案は原案のとおり可決されました。 

 なお、大変皆さんからの前向きなご意見でございます。これは今ほど決定しましたこの要

綱・・・（「これは全く決定とかではありません」の声あり）第１２条によって幅広くこの運

用をひとつやっていただきたいということでございます。 

○議   長  昼食の時間に入っておりますが、本日予定されております全日程が終了す

るまで会議を続行いたします。 

○議   長  日程第１３、第５１号議案 平成２２年度南魚沼市国民健康保険特別会計

補正予算（第１号）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○市   長  第５１号議案について提案理由をご説明申し上げます。今回の補正は歳入

において平成２１年度予算の中で基金取り崩しを２億６,０００万円予定していたところで

ありますけれども、２１年度では１億円で済むという見込みがたちましたので、その分を今
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年度の保険税の減額にあてるために基金繰入金。また、国保税の在り方等を協議する国保運

営協議会の報酬、委員報酬ですね、通例ですと２回ぐらいですけれども、３回ぐらいを、３

回分余計にやるということですけれどもこれの部分、報酬ですね。それから特定健診事業の

臨時職員賃金等の予算を追加させていただきたいものであります。 

歳入歳出予算をそれぞれ増減なしの総額６１億１,６９０万円としたいものであります。詳

細につきましては市民生活部長に説明させますので、よろしくご審議の上ご決定賜りますよ

うにお願い申し上げます。 

○市民生活部長  それでは詳細についてご説明をいたします。予算書の事項別明細書８ペ

ージ、９ページをお開きいただきたいと思います。まず歳入でございますが、１款１項１目

一般被保険者国民健康保険税、及び１０款２項１目支払準備基金繰入金の１億５,０００万円

の補正でございますが、市長が提案理由で申し上げましたように、２１年度に予定をしてお

りました２億６,０００万円の基金の取り崩しが１億円で済む見込みになったということで、

そのうち１億５,０００万円を保険税の軽減にあてるものでございます。このため保険税の額

としては減額となり、基金繰入金が増額になるというふうなことでございます。 

なお、２２年度末の基金残高につきましては、これによりまして１,６２８万８,０００円

となる見込みでございます。２１年度の決算見込、先ほどの１億６,０００万円が軽減された

という部分でございますが、まず歳入では保険税の収納額が５,１００万円ほど増額というふ

うに見込まれております。これは当初予算でかなり経済不況等の影響を考慮して厳しく見さ

せていただいたのですが、そこまで減額にならなかったというふうなことで予定より余計に

なっているところでございます。 

歳出の関係では療養給付費が３,１００万円ほど減額、共同事業の拠出金が７,５００万円

ほどの減額というふうなことですし、その他に予備費が３,７００万円ほど執行残になるとい

うふうなことを受けて、結果的に１億６,０００万円の基金繰入が不要となったというふうな

ことでございます。 

１０ページ、１１ページの歳出の方をお願いしたいと思います。１款３項１目運営協議会

費の２０万２,０００円につきましては、先ほど話がありました今後の保険税の在り方等につ

いて協議するために委員報酬等を３回分追加するというものでございます。それから８款１

項１目特定健康診査等事業費１６８万３,０００円につきましては、特定健康診査事業に従事

する臨時の事務職員を雇用したいということで９カ月分の賃金等を計上させていただきまし

た。１２款１項１目予備費でございますが、今ほどの補正財源ということで１８８万５,００

０円の減額というふうなことでございます。以上で説明を終わります。 

○議   長  質疑を行います。 

（「なし」の声あり） 

質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 
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○議   長  討論を行います。 

（「なし」の声あり） 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  お諮りいたします。第５１号議案 平成２２年度南魚沼市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号）は原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって第５１号議案は原案のとおり可決されました。 

○議   長  日程第１４、第５２号議案 工事請負変更契約の締結について（五十沢地

区統合小学校建設（建築）工事）を議題といたします。本案について提案理由の説明を求め

ます。 

○総務部長  第５２号議案 工事請負変更契約の締結についてご説明を申し上げます。議

案にありますように平成２１年７月１６日に議決を賜りました統合第２号 五十沢地区統合

小学校建設（建築）工事につきまして、変更契約を締結したいということで議会のご同意を

賜りたいものでございます。 

１の契約の名称は統合第２号 五十沢地区統合小学校建設（建築）工事でございます。２

の契約金額でありますが、変更前が６億６,０４５万円、変更後が６億７,５１８万８,８５０

円、変更増が１,４７３万８,８５０円でございます。３の契約の相手方は伊米ヶ崎・島田・

山崎 特定協同企業体。代表及び構成員は記載のとおりでございます。 

なお当初、特定協同企業体の構成員でありました阿部産業株式会社の破産により４月３０

日付で特定協同企業体代表者の伊米ヶ崎建設株式会社に阿部産業株式会社から特定協同企業

体脱退申し入れ書が提出をされ、同日特定協同企業体構成員は特定協同企業体協定書の規定

に基づき、これを承認し、市に対し阿部産業株式会社の特定協同企業体脱退承認願いが提出

をされたところでございます。市においても同日脱退相当と認め、脱退承認を行っておりま

す。したがって残余の構成員が協同連帯して工事を完成していっていただくということにな

るものでございます。 

工事変更概要について若干説明を申し上げます。５ページをご覧ください。変更の内容で

ございますが、３の変更理由にありますように掘削で川が側だったということで旧河川の十

字ブロックや護岸ブロックが出たり転石が多かったということで、体育館棟並びに校舎棟い

ずれも土工事、事業工事、ラップルコンクリートとするためのコンクリート工事、それから

型枠工事が増工というふうになるものでございます。７ページ８ページ９ページには関係図

面がございますのでご覧をいただきたいと存じます。 

また３ページには仮契約書の写しが添付されておりますのでご覧をいただきたいと思いま

す。以上で説明とさせていただきますが、よろしくご同意を賜りますようお願いを申し上げ

ます。以上です。 
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○議   長  質疑を行います。 

○岡村雅夫君  この体育館の部分に旧護岸があったというようなことでありますが、私は

こういうことは事前にわからなかったのかということをお聞きしたいのです。昔の土手の部

分とか川がどこまであったとかというようなことは地域の方々は多分わかると思いますし、

そこに建築がされる段階、要するに当初建築がされる段階でも多分そういったことはわかっ

て、河川敷であるのかちょっと私は調査をしていないで申し訳ないのですけれども、そうい

った部分を利用したものというふうに私は思います。やはり工事が終わってからこういった

変更を出すということは、事前の調査が甘かったのかなというような感じを私は持ちますが、

見解をひとつお聞きします。 

○教育部長  お答えします。建物を建てる時は敷地調査ということをさせていただきます。

今回の場合もボーリング２箇所、それと既存の建物に１箇所ありましたもので、その三つの

ボーリングで想定して基礎工事を設計しました。それでご存じのようにこの統合五十沢の経

過については、地元民を踏まえて位置問題でかなり地域の方からアドバイスをもらいながら

積み重ねをしてきました。その際に地元の方からここについては護岸があるぞという話が聞

けなかったということ、いい訳になりますがそういう話がなかったものでボーリングのデー

タのとおりに設計させていただきました。 

なおかつ、その河川の今出た部分について以前のプールの建設もありましたもので、プー

ルの根切土が浅いからということでそこまでいかなかったのかと思いますが、そういう既存

の建物を見ながら、地域の人たちとの打合せの中でそういう話がなかったということで、ボ

ーリングデータのみで設計させていただきました。以上です。 

○岡村雅夫君  もし体育館であったとして、通常はボーリング調査というものは４箇所、

そして中心を１箇所というのを今、我々は住宅なんぞをやる時にはやっています。瑕疵担保

の関係でそれが義務付けられています。しますので、もし、あらかじめ概要が決まって、あ

るいは規模が決まっているとしたならば、この図面だと４点をやると１点ではどうしても引

っかかったと私は思います。そのボーリング調査が今３点と言ったかな、３点の理由という

ものは我々は考えられない。どういうところをしたのかなというのはわかりません。実施し

てあればいいのですけれどもわかりませんが、通常のボーリング調査は４点と中央１箇所と

いうのが普通でありますが、いかがでしょうか。 

○教育部長  その通常という部分についてですが、我々としては既存のあるデータとなお

かつ建物に１箇所ということで、なおかつ河川の近くということで地盤が悪くないだろうと

いうもとに地盤調査をしました。確認申請の際についても、このことにボーリングの箇所数

が少ないという指摘は受けていませんので、我々としては問題ないというふうに判断してお

ります。 

○岡村雅夫君  規模が決まっているわけでしょう。その前にいろいろの皆さんと会議をし

てどの程度の規模でないとならないとかということが最終的に決まって、それからボーリン

グ調査なりする。その規模がわかっているとすれば、その隅々４点と中央部分――更地であ
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るとするならば中央部分をするのが常識だと私は思う。そうしなければ構造計算できないで

しょう。そしてこういったことが出るということは、要するに埋設物の関係ですから、工事

費の問題ですから、ちょっと発見できなかったかどうかという問題で私は絡めてしゃべって

いるわけであります。この中で、では１箇所したということでしょう。この体育館の敷地の

中で１箇所、要するに構造物のところでは１点をしたということでしょう。それはどこをや

ったのですか。 

○教育部長  体育館の川沿いの部分の中央ということで１点させてもらいました。その建

物について４隅必ずやらなくてはならないということについては、我々今までに初めて聞き

ますもので。既存のデータを見ながらよりお金をかけずに想定できればそれで私はいいと思

うのですが、なおかつその想定のもとに既存の建物、平成２年にボーリングしていますので、

敷地全体の中で棟数が幾つあろうと３箇所で有効に設計できるという判断のもとにボーリン

グをしました。そのデータのもとに設計事務所としては設計し、確認申請は問題なく通って

おるということでございます。以上です。 

○議   長  質疑を終了することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第５２号議案 工事請負変更契約の締結について（五十

沢地区統合小学校建設（建築）工事）は原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって第５２号議案は原案のとおり可決しました。 

○議   長  これで本日の日程は全部終了しました。会議を閉じます。 

○議   長  平成２２年第１回南魚沼市議会臨時会を閉会といたします。大変ご苦労さ

までございました。 

（午前１２時３２分） 

 


